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資料紹介
スペイン経済： 198舷F-スペイン銀行
『年次報告』より＊—ー
楠
?
義
はしがき
1976年5月4日に一つまりフランコ総統の死後， 5カ月半が経って一ーやっと，現在
のスペインでおそらくもっとも確かな，質の高い情報を提供している朝刊紙『エル・パイ
ス」 ElPaisの第1号が公刊された〔その第1号の，記念碑的な社説を本稿末尾に参考資
料Aとして抄訳しておいたので一読されたい〕。この 1976年5月から1984年5月までの 8
年間に「エル・パイス」の第一面に載ったビッグニュースのうちから300件を選んで編輯さ
れた，興味深い単行本「第一面300ペー ジ」 300Primeras Pagin硲〔EdicionesEl Pais, 
Madrid, 1984〕が上梓されているが，その1984年の項を維いてみると，痛ましいことに，
バスク分離運動の過激派ETA「バスク：祖国と自由」がらみのテロや暗殺の記事が目に
飛び込んでくる。そのなかにあって愁眉を開かせてくれる記事〔1984年5月11日付〕があ
るので，そのリードを訳出しておこう。
王妃ソフィアを伴って昨日， 6日間にわたる歴史的なソ連訪問を開始したファンーカ
ルロス王は，クレムリン宮殿でコンスタンチンーチェルネンコを前にして，民主主義，
自由，そして人権が「脅かされていれば，何処であれ」それらをしっかり擁護する旨を
明らかにした。著名な招待客たちへの晩餐が供される部屋へよろめきながらすでに入室
していたソ連邦最高会議幹部会議長は，王が民主主義に言及した際には同意を示したも
のの， ドンーファンーカルロスが人権について語っている間はなんらの関心も示さなか
った。（後略）
＊本稿は， 1989年度の関西大学・学術研究助成基金による共同研究（テーマ：．「南欧
NIESと東アジァ NIESの経済・社会発展の比較研究」）の成果の一部である。
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ともあれ，フランコ時代40年の遅れを，政治面ではこのように修復し終えつつあった
1984年の，スペイン経済の実態を伝える資料を紹介しよう。
なお，この年のスペイン銀行「年次報告： 1984年版」 lnformeAnual 1984の目次は，
以下のとおりであり，本稿はその第2章を訳出したものである。
第1章はじめに〔総論〕
第2章スペイン経済の推移
1節需要
1.1 外国需要
1. 2 国内需要
1. 2.1 消費
1. 2. 2 総資本形成
2節生産
3節雇用
3.1 雇用，生産性，失業
3.2 労働市場と雇用調整
4節物価，生産コスト，所得
5節公共部門
5.1 歳入
5.2 歳出
第3章貨幣政策とスペイン経済のファイナンス
1節スペイン経済の資金フロー
2節貨幣政策
3節貨幣政策の編成
4節金融市場
5節政府部門のファイナンス
6節民間部門のファイナンス
本書 123ページ
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付表金融制度にかんして採択された主な法令〔1984年1月~1985年3月〕
なお，本書に付属してB5版218ページからなる「年次報告・統計編」 Informe Anual 
1984/A検ndiceEstadisticoも刊行されていることを付記しておこう。
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略号一覧
ANFAC: Asociaci6n Nacional de Fabricantes de Autom6viles y Camiones. 
全国乗用車・トラック製造業連盟
BE : Banco de Espana スペイン銀行
CAMPSA: Compafiia Arrendataria del Monopolio de Petr6leos, S. A. 
石油専売株式会社
CEOE : Confederaci6n Espanola de Organizaciones Empresariales. 
スペイン企業組織連合（経団連）
CNE : Contabilidad Nacional de Espana. 
DGA : Direcci6n General de Adunanas. 
EPA : Encuesta poblaci6n activa. 
FEC : Fondos de Empleo Comunitario 
!NE : Instituto Nacional de Estadistica. 
INEM : lnstituto Nacional de Empleo. 
IV A : Impuesto sobre el Valor Aiiadido. 
スペイン国民経済計算
税関庁
労働力調査
共同雇用基金
国民統計協会
国民雇用協会
付加価値税
MINER : Ministerio de Industria y Energia. 工業・エネルギー省
MOPU : Ministerio de Obras Publicas y Urbanismo. 公共事業・都市整備省
OFICEMEN : Agrupaci6n de Fabricantes de Cemento de Espana. 
スペイン・セメント製造業連合会
SEOP AN : Asociaci6n Empresas Constructoras de Ambito Nacional. 
全国建設企業連盟
UNESID : Union de Empresas Siderurgicas. 製鉄業連合
なお，〔 〕は原書のカッコを，（ ）は訳者による加筆を示す。
スペイン経済の推移
1. 需要
スペイン経済の最終需要〔一国内需要＋輸出〕は，1984年にわずかにその伸び率を，1983
年の1.7;ilるから25ilヽヘ高めたが，これは財・サービスの輸出が1983年の7.651ヽ増から1984年
には15.4%増へ躍進したからである。輸出の進展に一丸となって貢献した例外的な要因と
しては，世界貿易の急増，内需の衰退，そして外国市場における競争力の改善の，遅れ（ラ
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グ）を伴った効果が挙げられる。このように輸出が異常な拡張をしたお蔭で，国内需要の
ひどい後退—1983年の〇.7%増に対して1984年には0.8%減ー一ーが両者の和（である最終
需要）に及ぼした悪影響は，相殺できたのである。
国内需要の推移は，賃金調整が家計の可処分所得に与えた初期の効果や，公共赤字の抑
制が政府部門の財・サービス需要に与えた初期の効果を反映しており，それらは消費支出
や建設投資にマイナスの影響を及ぼしたのである。プラント投資には，①信用市場に及ぽ
す公共赤字の圧力が低下し，③利潤率が改善されたにもかかわらず，それらの好影響がほ
とんど反映されなかった。企業の脆弱な融資状況と非常に高い実質利子率の水準が，そう
した好影響が固定資本投資や在庫投資に現れるのを阻んだのである。そのうえ，すでに
触れたように，国内需要も全体として弱々しかった訳で，政府部門では財・サービス需要
が1983年の3.7%増から1984年には2.7%減へ推移し，企業と家計（民間部門）の需要も
1983年の0.2%増から1984年には0.4%減になった。
上記の最終需要の 2.0%増は，たった 1.0%の輸入増と 2.2%の国内総生産GDPの伸
びを伴っていた。輸入のわずかな増加は， エネルギー関連製品の国外購入の後退によっ
2-1表最終需要
実質変化率
1983 I 1984 
1. 総消費 1.2 -0. 2 
2. 総資本形成 -1.5 -3.2 
固定資本 -1.5 -3.0 
建 設 -1.3 -4.0 
プラ ント -2.0 -1.0 
在庫変動
3. 国内需要 (1+2〕 0. 7 -0.8 
4. 輸 出 u 15. 4 
5. 最終需要〔3+4=6+?〕 u 2.0 
6. 輸 入 -0.6 1. 0 
?. 国内総生産〔市場価格表示〕 2.2 2. 2 
〔参考〕
国内民間需要
政府需要
出所〕 BE. 
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0.2 -0.4 
3.7 -2. 7 
単位：形
最終需要成長への寄与度
1983 I 1984 
0.8 -0.1 
-0.2 -0.5 
-0.2 -・ -0.5 
-0.1 -0.4 
-0.1 -0.1 
0.0 0.0 
0.6 -0.6 
1. 1 2. 6 
u 2. 0 
-0.1 0.2 
1.8 1.8 
0.5 -0.3 
0.1 -0.3 
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て基本的に説明される。こうした事態は，一次エネルギー生産において石油製品から核工
ネルギーヘの代替が大幅に推進されたことと，気象（降水）状況に恵まれたことによって
決定づけられた。
2-1図から，スベイン経済の総支出の構造に生じた変化の重要性が明らかになる。そ
こでは，消費の減少と，その結果としての貯蓄性向の上昇が際立っており，またスペイン
経済がますます国際市場に統合されていることと， （それにつれて）資源が外国（輸出）
2-1図総需要の構造
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部門ヘシフトしていることが分かる。同様に，総資本形成の重要性が引き続き低下してい
ることも示されているが，このことは，雇用の執拗な減少とともに，スペイン経済の最近
の推移において最も気懸かりな側面のひとつである。
1. 1 外国需要
国内総生産GDPの成長にたいする純外国需要（輸出一輸入）の寄与度は， 1984年に
2.9彩ボイントであった (1-3表：参考資料Bをみよ）。外国需要が経済活動水準に与え
'たこれほど大きなインパクトを見出すには， 1977年と78年まで遡らねばならない。だが，
それでも，その影響力はこれほどではなかった。
1977年と78年に世界貿易は一1976年の力強い回復の後に一高い実質成長率を維持し
たために，スペインの輸出市場は年7彩台も伸び，そのうえ経済当局の為替レート政策に
よって一一数年来の対外競争力の大幅な喪失の後に一1976年と77年の全体をつうじて，
ささやかだが意義深い競争力の向上がもたらされた。このことは，競争力（不足）が商品
輸出のフローを停滞させていた以上， 1977年と78年の競争力の向上に追加的な刺激を与え
たものと思われる。最後に，国内需要（の伸び）は， 1976年に達成された水準と比べて大
幅に鈍化した。そのため，財・サービスの輸入は，とくに1977年にマイナスの実質変化率
を記録したが，商品輸出は，すでに述べた二つの好影響以外にもあらたな刺激を間接的に
うけたために，その年間平均増加率はこの両年ともに11彩を超えたのである。
これらの要因はすべて，程度の差こそあれ1984年に再現された。実際，この数年来，非
常に不都合な展開を見せてきた世界貿易は， 1983年後半になって大きく回復し始めたため
に， 1984年のスペインの輸出市場は実質で年平均5彩以上も伸び〔ちなみに，前年の年平
均の伸びは事実上ゼロであった〕，それに伴って商品輸出は一一世界の需要がスペインの輸
出動向を大きく左右している以上—かなりの刺激をうけたのである。さらに， 1983年に
ペセタが先進諸国通貨全体にたいして大幅に減価したために、スベイン製品は外国市場に
おいて競争力を向上させ，これに伴って1983年末の数力月と1984年の上半期には，こうし
たルートをもつうじて輸出にたいする刺激がもたらされた〔注〕。最後に，1984年の国内需
要の実質変化率は一 0.8形であったが，それは，商品輸出が（上記の）主要な決定要因を
つうじて受け取った刺激を補強すると同時に，財・サービスの輸入を減退させる効果をも
注〕スペイン銀行の手元の推計では，スペインの輸出の〔先進諸国に比べた〕相対価格の
変化が実質的な輸出にたいして効果を現すまでに， 3四半期分の遅れ（ラグ）が生じ
るものと見なされている。
126 
スペイン経済： 1984年ーースペイン銀行「年次報告」より一―-(楠） 589 
2-2図輸出，世界需要，競争力
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a〕消費者物価で実質化された対世界・実効為替レードで算定。
図示された変化率は， 1期のズレをもつ（為替レート）指
数の逆数である。
b〕いろいろな諸国グループによる一スペインの輸出に占め
るその重要性によってウェート付けされた一一輸入の推移
から評価。
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たらしたのである。
商品輸出が1984年の平均で17.8%〔スペイン銀行の推計〕に及ぶ高い実質成長率を達成
できたのは，前段で指摘したように，主としてその年に輸出市場が拡大したお蔭であった。
アメリカ合衆国の経済活動の伸びが世界経済に与えた刺激は，結局のところ， 1984年にス
ペイン経済が頼りにした要素のうちで最もダイナミックなものであった。
2-3図から， 1983年の初頭以降アメリカの実質GDPが記録してきた高い成長率が銀
察できる。 1984年にその年平均成長率は6.8%であった。この2年間 (1983年と84年）を
つうじてアメリカ経済を成長させた要因は， 国内需要であった〔2-4図をみよ〕。 とい
2-3図合衆国とEEC諸国における実質GDPの推移
1980年=100
115 115 
110 110 
105 105 
100 100 
95 1~80 1981 1982 1983 1984 95 
出所） OECD 
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うのも，外国需要は，輸出の伸びの低下よりもむしろ輸入の急速な拡大をつうじて，明ら
かに縮小的な効果を発揮したからである。まず先に持続的な成長を促した国内需要の項目
は消費であったとしても， 1983年以降は，総固定資本形成も大きな活力を示した。
合衆国経済の活動水準は， 1984年後半—基本的には夏 (6~8月）を中心ー一に伸び
悩み，その影響は国内需要のすべての項目に及んだ。
アメリカ経済の財・サービス輸入の増加 この2年間をつうじて実質で60%を超える
ーーは，世界経済の活動水準をかなり改善させた。 80年代初頭の 3年間をつうじて事実上
その国内総生産を停滞させてきたEEC諸国は， 1~83年になってGDP の成長率を 1.151る
に，また1984年には2.471るまで高めた。こうしたささやかな成長が国内需要の回復ーーま
ず，インフレ（率）の低下による消毀の回復， しかる後に，いくらか不安定だとはいえ総衰
本形成の回復ー一によってある程度もたらされたのは確かであるが， しかしヨーロッパ経
済の最もダイナミックな要素は，財・サービスの輸出であった。とはいえ，外国需要によ
る純効果（輸出ー輸入）は，これらの諸国の対外開放度が一一共同体 (EC)内の貿易抵
の非常な増加を伴って一~高まったために急速に回復した輸入によって減殺された。要す
るに，こうした事実は，世界の輸出の169'る以上を吸収（占有）している合衆国のような国
の輸入の急増が，世界貿易に与える累積的な効果を表明したものにほかならない。
ヨーロッパ経済の活動のリズムは1984年をつうじて再び中断されたが，この場合の原因
は基本的に， ドイツと英国で展開されたストライキに求められる。このストライキによっ
て， 1983年中頃に始まった総資本形成の回復は1984年第1I四半期に突如として停滞をきた
したのである。
この2年間の世界経済の改善によっても，その活動水準に好転を見なかったのは，石油
輸出国グループだけであった。 1984年に OECD諸国のエネルギー輸入が回復したにもか
かわらず世界の原油の需要が低下したために，またとくに1983年に原油の実質交易条件が
ひどく悪化したために，石油輸出国グループを取り巻く諸困難は解決の目途さえ立たなく
なった。その他の発展途上国は，しかし，工業諸国の大きな経済成長から一ーなかでも新
興工業諸国経済における成長のリズムがとくに強かったことから—利益をうけた。もっ
とも，非常に多様な問題を抱えた，非常に異質な国々から成る（途上国）グループについ
て（それらを一括して）語るのは，曖昧さを免れないが。
この 5年間のスペインの輸出市場の推移が描かれている 2-5図の上段には，世界経済
の活動水準の推移についてこれまで述べてきたことが忠実に反映されている。アメリカ市
場の伸びは非常に強いものである。スペイン経済にとって同様に重要なのは， 1983年第1V
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2-4図 主なマクロ経済指標〔実質表示〕―EECと合衆国一一
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合衆国における国内需要とその構成要索
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2-5図 スペインの輸出市場の推移とその地域別分布
輸出市場〔a〕
160 
＼ 
150 150 
140 140 
130 130 
120 120 
llO 
1980 1981 1982 1983 1984 
90 
スペインの輸出全体に占めるウェート
40 
30 
20 
EEC 
10 -アメリカ
~OPEC 
゜［コその他1980 1981 1982 1983 1984 出所〕 IMF, OECD, DGAとBE.
a〕これらの地域全体の集計値は一ースペインの輸出に占めるその重
要性によってウェート付けされたうえで—2-2 図に示されてい
る。同図の注〔b)をみよ。
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四半期から1984年第I四半期にかけてとくに著しかったEEC諸国の輸入能力の増大であ
る。また，最後に，いわゆる「その他の国々」の市場＿それはこの数年来，アメリカ大
陸における発展途上国の推移によって非常に左右されている＿は， 1983年中頃から持続
的に回復してきた。唯ーマイナスの成果を記録したのは石油輸出国の市場で， そこでは
1982年以来の後退が続いている。
2-5図の上段で見られるように，スペインの輸出市場が大幅に拡大した時期は， 1983
年末から1984年初めの数力月にかけてであり，その後一ーとくに1984年の半ば頃には一~
勢いを失いだした。スペインの商品輸出の動向は明らかにそうした推移によって左右され
た。というのも，その動向は1983年の前半に非常に思わしくない結果を示した後に，同年
下半期には実質で〔季節調整値に基づく半期ベースの変化率を年率に換算して〕 15%も伸
びたからである。さらに， 1984年上半期にその率は35%に達したが， しかし同年後半には
5%に落ちたのである。
同図の下段と 2-2表から，輸出先の地域別分布（の動向）も同様に，それぞれ当該地
城の進展に照応している様子がよく分かる。また各市場の動向にたいする輸出の反応が，
世界全体
OECD 
EEC 
アメリカ
その他
OPEC 
COMECON 
その他の
アメリカ
その他の世界
出所〕 DGA. 
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2-2表 スペインの外国貿易の地域別分布
単位：各地域の上段=10億ペセタ，下段＝シェア〔％〕
輸 入 輸 出
1982 I 1983 I 1984 1982 I 1983 I 1984 ， 
3,465.5 4,176.4 4,629.0 2,258.0 2,838.6 3, ??8.1 
1,883.8 2,241.9 2,499.0 1,390.6 1,843.2 2,616.0 
54.4 53.7 54.0 61. 5 64.9 69.2 
1,083.9 1. 348. 9 1,547.5 1,035.2 1, 370. 6 1,853.3 
31. 3 32.3 33.4 45.8 48.3 49.0 
478.3 495.5 519.3 145.5 206.6 361.1 
13.8 1. 9 1. 2 6.4 7.3 9.6 
321. 6 397.6 432.1 209.9 266.0 401. 6 
9.3 9.5 9.3 9.3 9.4 10.6 
929.6 1,047.8 1, 118. 7 340.2 397.8 346.3 
26.8 25.1 24.2 15.1 14.0 9.2 
106. 6 137.6 158.2 60.3 87.3 122.7 
3. 1 3.3 3.4 2.7 3.1 3.3 
317.9 463.2 500.9 170.7 142.9 150.4 
9.2 11.1 10.8 7.6 5.0 4.0 
227.6 285.9 352.3 296.3 367.5 542.6 
6.5 6.8 7.6 13.1 13.0 14.3 
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何如に直接的で強いものであったかも―もし， 一年未満の周期（季節）性を加味した
（統計）数値をこれらの図や表に導入すれば一一分かるであろう。 1984年にスペインの輸
出全体の69彩が工業諸国に向けられ，他方 OPEC諸国への輸出は明らかな後退を記録し
たことも特筆しておこう。
商品輸出にたいして影響を与ぇるその他の変数として， 2-6図と 2-3表には，外国
市場におけるスペイン製品の競争力にかんするいくつかの指標が示されている。 1983年に
スペインの輸出価格は OECD 諸国のそれよりも—同じ通貨で計ってー一低い上昇にと
どまった。 OECD諸国通貨全体にたいするペセタの為替レートの減価によって説明され
るこうした事実は1983年前半にとくに著しかった。というのも，同年後半になるとスペイ
ン製品は外国市場において―このようにして計られた一ー競争力を失い始めたからであ
る。この競争力の喪失は，はっきりとした形で1984年前半まで続いた。その結果，スペ・イ
2-3表輸出入単価と為替レート〔a〕
．変化率
¥ 1980 ¥ 1981 ¥ rn82 ¥ 1983 ¥ 1984 
総輸入単価 ヽ
スペイン 40.'5 29.1 13.9 21. 7 9.2 
OECD 22.0 10. 7 4.5 1. 3 6.1 
エネルギー関連輸入単価
スペイン 77.7 41. 4 14.7 16.9 7.9 
OECD 70.0 26.0 4.0 -3.6 5.0 
総輸出単価
スペイン 19.8 20.8 12.1 18.2 13. O・
OECD 10.5 9.5 6.0 3.0 5.5 
先ペ進セ諸タ国の全名体目実の効通貨為替に対レすーるトの変化率 〔b〕 7.6 8.9 6.2 19.8 1. 7 
〔参考〕
GDP 〔市場価格表示〕デフレーター
スペイン 13.9 13.8 13.4 12.1 1. 4 
OECD 9.5 9.0 7.5 5.5 4.5 
出所〕 INE, BE, OECD. 
a〕スペインのデータはペセタで， OECDのデータは当該諸国通貨全体で表示され
ている。
b〕プラスの変化率は先進諸国通貨全体のペセタにたいする年平均の増価を表わす。
それらの数値を用いれば， OECD諸国の（輸出入）単価とデフレーターを近似的
にペセタで表示できる。
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2-6図 競争力の指標とペセタの名目実効為替レート〔a〕
, 1974年第I四半期=100
160 I 尖質為替レート I I 7160 
〔製造業における相対的な
1401- I 単位労働コストから算定〕 -!140 
I I ; I I 4120 120, I I I 
I I 
100~ 実質為替レート 、、•へ、 1 〔消費者物価がら麟＇〕 I 
801- I 
1"'•----~、 I I 
60ト I I : ~t~~~:i>~----1---,、,_― 100 80 60 
40 
1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 
40 
a〕消費者物価で実質化された為替レートは，先進諸国全体について算定されて
いる。労働コストで実質化された為替レートは，当該コストの情報が IMFに
よって提供されている先進14カ国について算定されている。
ンの商品輸出は—そうした変数が輸出にたいして作用する際の既述の遅れ (3 四半期分
のラグ）を伴いつつ一ー1983年末から1984年初めの数力月にかけてこの（相対価格）ルー
トから大きな刺激をうけたが，その後，同年第I四半期以降はプレーキが掛かったのであ
る。 1984年のスベイン経済における国内需要の推移にかんして利用可能な間接的情報によ
れば，この国内需要は，商品輸出についての上述の特徴を際立たせる第三の要因となった
点が明らかになる。
2-4表にはスペインの外国貿易を構成する各製品が大分類されたうえで掲載されてい
る。 1984年の財貨の輸出に関連して，最も意義深い事実は，その伸びが普逼的であったこ
とである。さらに，プラント輸出も一＿それは， OPEC諸国や南米諸国にたいするスペ
インの輸出で大きな比率を占めており，したがってこれらの地域で見られた不振のあおり
を食らったにもかかわらず~ して伸びた。というのも，上記の市場への輸出の減
少は，先進諸国地域や「その他の世界」グループに含まれる国々への急増によって十二分
に相殺されたからである。
1984年の財・サービス輸出の分析を終えるにあたり，観光収入＿それは，サービス収入
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2-4表 スペインの商品グループ別外国貿易
単位： 10億ペセタ
輸 入 輸 出
1982 I 1983 I 1984 1982 I 1983 I 1984 
畜産品・野莱類 152.5 166.4 198.0 231. 5 281. 2 373.7 
加工食料品 78.8 120.5 144.2 126.5 162.3 206.1 
農業向け非エネルギー原材料 208.5 260.6 229.5 17.8 25.8 30. 7 
エネルギー関連製品 1,376.1 1,671.3 1,741.6 159.9 252.1 335.0 
その中他間財の非エネルギー原材料と 810.5 966.9 1,157.8 847.6 1,072.0 1,374.0 
消 費 財 210.4 247.2 229.4 398.3 544.5 729.1 
非耐久消費財 76.5 82.9 86.3 215.2 254.1 330.3 
自 動 車 48.9 57. 1 40.6 138.7 236.3 329.5 
その他の耐久消費財 85.0 107.2 102.5 44.4 54.1 69.3 
プラ ン 卜 625.9 737.7 921. 6 467.3 494.8 699.7 
一般機械器具 512.6 615.3 736.2 284.2 285.1 434.6 
鉄道輸送機器 7.1 3.6 1. 6 4.4 3.9 4.6 
航空運輸機器 32.5 18.3 25.9 22.4 19.2 29.4 
海上輸送機器 3.1 2.4 6.0 49.4 73.3 97.2 
陸上輸送機器 70.7 98.0 151.9 107.1 113. 3 133.9 
その他の製品 5.7 5.8 6.9 9.4 6.1 29.1 
総 計 3,465.6 4,176.4 4,629.0 2,258.0 2,838.6 3,118.1 
出所〕 DGAとBE.
の主要な項目であり，外国需要の一部を構成している一の推移についてごく簡単に触れ
ておこう。 1984年の槻光収入の増加率はペセタ建てで26.296であり，実質では11彩と推定
されている。これほど好転したのは〔ちなみに，1983年の実質増加率は9.0彩であった〕，ョ
ーロッパ経済の回復とスペインのインフレ率の鈍化に関連していた。 1984年が深まるにつ
れて，観光（収入）の動向を伝えるいくつかの指標にある程度の鈍化の兆しが見られたが，
それはおそらく EEC諸国通貨全体にたいするセペタの為替レートに記録された増価（上
昇）から説明されるであろう。もっとも，これらの諸国でちょうど同年第w四半期に生じ
た民間消費の後退〔季節変動調整済み〕も，そうした推移に影響を及ぽしたであろう。
財・サービスの輸出全体は1984年に，スペイン銀行の推定によれば， 15.4%の実質成長
率を記録した。そして，経済活動水準にたいするその刺激的な効果が同年上半期（を中心）
に展開されたのは確かだとしても，それ（輸出）はその大活力のゆえに， 1984年のスペイ
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ン経済の大勢を左右する要素となったこともまったく疑いの余地がない。
1984年の外国需要にかんするこうした論述の冒頭で，国内需要に見られた後退が商品輸
入にマイナスの効果を与えた点についてはすでに触れた。それは確かにそうなんだが，最
終需要のもうひとつの項目である財・サービス輸出が， 1984年に非常に高い伸びを示した
点も考慮しなければならない。というのは，スペインが工業製品を輸出するには輸入財を
高度に必要とする以上，この第二の変数（輸出）が—スペイン経済における外国製品の
競争力を示す変数（指標）と並んで一同年の輸入の推移を左右したからである。
1983年に先進諸国通貨全体にたいするペセタの為替レートが減価したために，非エネル
ギー関連製品のペセタ建て輸入価格の上昇幅は非常に大きく，スペイン経済のGDPデフ
レーターを数彩ボイントも上回った。 1984年には先進諸国通貨にたいするペセタの安定性
が増した―-EEC諸国通貨にたいしてはわずかながら増価さえした一一ために，また世
界経済における物価上昇が非常に小さかったために，非エネルギー関連輸入のペセタ建て
価格の上昇率は大幅に一ースペイン銀行の推計では10%も-f氏下したのである。
OECD諸国では1984年にインフレ率のわずかな鈍化が記録された。アメリカ合衆国で
は前年と事実上同じインフレ率が維持され，またEEC諸国について手元の指数はいずれ
も大幅な低下を示している。たとえば， EECにおける消費者物価の上昇率は， 1983年の
7.5彩にたいして1984年には6.1彩になった〔いずれの数値も，当該諸国通貨全体で評価
したものである〕。また， GDPデフレーターも同じく 7.2%から 5.4彩に低下した。こう
した国内価格の推移にもかかわらず， OECD諸国の輸出価格は 1984年にわずかながら上
昇に転じ，当該通貨全体で示した上昇率は1983年の3.0%から1984年には5.5彩になった。
1984年における世界貿易，とりわけ工業諸国間貿易の回復は，そうした騰勢の原因となっ
たに違いない。いずれにしろ，その上昇はひきつづきわずかなものであったので，スペイ
ン経済において非エネルギー輸入価格を鈍化させるうえで重要な要素となった。
こうした鈍化は同年上半期にとくに著しかった—半期ベースの上昇率で計って， 1983
年下半期の22.5%から 5彩に低下した一が，下半期には先進諸国通貨全体にたいしてペ
セタがわずかに減価したために，輸入価格の上昇率はほぽ9形まで高まった。
こうした状況の下で， 1984年の最終需要の推移は，非エネルギー関連製品輸入に見られ
た特徴を決定づける要因となった。実際， 1984年上半期における最終需要の増加率は，半
期前に比べてかなり大きかった。というのは，国内需要が実質的に後退したものの，その後
退は財・サービス輸出の増加によって十二分に相殺されたからである。 1984年上半期にお
ける非エネルギー輸入の，スペイン銀行の推計による実質増加率は，ー一例によって，季節
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調整値を用い，半期ベースの数値を年率に寵して一―-11.5%であった。同年後半にスペイ
ンの輸出は，前に分析したような後退を示し，また国内需要の推移は上半期に比べてそれ
ほど悪くはなかったという証左があるものの， （両者は）全体として非エネルギー輸入を
実質的に停滞させる効果を発揮したのである。こうした推移から，その年全体として（そ
の輸入の）年平均増加率は4.8彩になった。
非エネルギー輸入の製品グループ別構成は， 1984年をつうじて最終需要に見られた変化
によって左右されている。つまり，同年前半には中間生産物の輸入が際立っていた一ーこ
の事実はおそらく，この種の製品にたいする輸出関連企業の必要度の高まりと関係してい
る一ーが，その後，内需が相対的に上向きになったためにプラント輸入ー一それはすでに
同年上半期に回復の兆しを見せていた一ーに影響が現れ，さらに消費財（輸入）も年末の
数力月の間それほど悪くない推移をたどりそうな徴侯を示したのである。農産物と食料品
は，国際市場において価格がひきつづき低下したお蔭で， 1984年をつうじてより持続的な
（輸入）動向を保持した。
エネルギー輸入について言えば，この数年らい累積されてきた石油市場にたいする緊張
状態は解消され（原文では，高まり）つつある。まず第一に，世界の原油需要は，多数の
国々で遂行されたエネルギーの保存（節約）と代替のプロセスによってかなり削減された。
第二に， 石油輸出国機構 OPECに属さない石油生産国が一―-OPEC諸国のそれとは異
なる価格政策に支えられて—石油市場でだんだん大きなシェアを占めるようになった。
最後に， OPECにおける原油生産の削減は， 同機構加盟国の深刻なファイナンス問題を
先鋭化しただけであり，比較的安穏な状態にあった国々までがそうした問題の影響をこう
むるに至った。
これらの要因はすべて原油価格にたいして強い引き下げの圧力となり，その価格は1981
年の 1バレル当たり35ドルから1984年には 1バレル当たり約28.5ドルに低下した。だが，
現在のところドルが引き続き世界の残余の通貨にたいして増価し，また先進諸国でインフ
レーションが鈍化したために，そうした原油価格の名目的な低下は〔比較の基準として，
たとえば先進諸国の工業製品の卸売物価を用いると〕実質的にずっと小さくなり， 1984年
後半には原油の実質価格の回復（反騰）さえ生じたのである。そうした結果，上記の緊張
状態は維持され， さらには昂進さえしたために， 原油価格の低下傾向は今後（当分の間
は）世界経済において顕在化しないであろう。
2-・3表のスペインにかんするデータは，この5年間のエネルギー関連輸入価格の推移
を示している。 1983年に原油価格はドル建てで約10彩低下したにもかかわらず，エネルギ
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ー関連製品の輸入価格は，—そのデータから分かるように一ーペセタ建てでほぼ17% も
上昇した。スペイン経済が輸入エネルギー価格に大幅な鈍化を感じ取ったのは， 1984年の
前半であった。というのも，この変数の半期ベースの上昇率は，—ペセタ建てで年率に
寵して一ー1983年下半期の19.7%から 198~年上半期には1.9%になったからである。しか
し， 1984年後半になってドルの為替レートの推移は，エネルギー関連輸入価格にあらたな
加速要因をもたらし，その上昇率を9.4形に高めた〔ここで，たとえば OECD諸国の工業
製品の輸出価格は，同じ時期にペセタ建てで6%しか上昇しなかった点を想起されたい〕。
1984年をつうじてエネルギー関連製品の実質的な輸入は，前年に比べてその価格が低下
したことから好影響をうけた。だが，その（輸入額の）年平均伸び率は結果的にマイナスに
なった〔ー 3.4%〕のであるが，こうした減少は， 1983年後半に見られた非常に強い輸入の
低下〔年率でー27彩〕に引きずられたものである。というのも， 1984年をつうじて半期べ
ースの（輸入額の伸び）率は著しく加速化して，上半期の3.096から下半期には11.0彩になっ
たからである。もしエネルギー輸入から「マキラ制」（原油を精製してその一定割合を石油輸
入相手国へ再輸出する制度）による原油の購入を控除するならば，年平均（輸入額の伸び）
率に見られた低下はさらに大きくなったであろう。なぜなら，この種の購入はその年をつう
．じてかなり増加したからである。すでにこの章の冒頭で述べたけれども， 1984年における
核エネルギーの増加は，一次エネルギーの国内需要が同じ年に3.6%増加したにもかかわら
ず，ここで指摘されたようなエネルギー関連製品輸入の大幅な削減を可能にしたのである。
1984年に，エネルギー関連製品と非エネルギー関連製品を合わせた推移から，結果的に
全商品輸入は実質で年平均1.5彩増加し，またその輸入価格の上昇率は9.2彩であった。
財・サービスの輸入は全体として，（商品輸入と）同じデフレーター (9.2形）を維持した
が，その実質増加率は 1%にとどまった (1-3表：参考資料Bをみよ）。
1.2 国内需要
1. 2. 1消費
国内民間消費は実質で0.8%ボイント前後と推定される減少を経験した。こうした低迷
状態は，多少の差異を含みながらも1984年全体をつうじて変わらなかった。そのために，
同年第lI四半期にいくつかの指標で垣間見られた回復は，その年の末には逸早く挫折させ
られ，家計の実質支出能力のより好ましい推移に基づく回復の期待も水泡に帰した。
実際， 1984年は前年末に始まった家計支出の鈍化を引きずりながら新春を迎えたのであ
る。前年の末には，あらたなインフレーションの兆しによって名目賃金が大きく浸食さ
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れ，消費も落ち込んでいた。年初のこうした状況に加えて，賃金の大幅な抑制がまず最初
にもたらす効果〔4節をみよ〕が重なったわけで，それは一ー物価（上昇率）の鈍化に明
らかに先行したために＿家計の可処分所得と， したがってまたその支出能力に非常に著
しい悪影孵を与えたのである。
家計の実質可処分所得は〔消費財価格で計って〕 0. 8 5lるの低下を記録したものと推定さ
れているが，その配分（影響）は家計部門を構成する重要な諸階屑間で非常にまちまちで
ある。
一方で， 雇用者（賃金労働者）の総報酬は名目で年率7形伸びたが， これは実質では
-3.6彩台の大幅な低下に相当する。このことは， 雇用者一人当たり平均純（手取り）賃
金の実質的な低下〔推定1.396〕と， 2.8形の雇用者数の減少とを総合した結果である。
こうした低下は，家計の実質可処分所得に収縮効果をもたらしたが，それは家計に分配
された資産所得と法人所得によって部分的に埋め合わされたにすぎない。他方，農業部門
であるか否かを問わず自営業主の収入と，家計に支払われた利子・配当総額，それに住宅
の賃貸収入は，これらの所得項目全体で一ー前年の推計値を 1ボイント上回る一ー18.5形
も伸びたものと推定されている。
最後に，社会保障の給付と負担をつうじて政府部門が家計の所得に及ぼした再分配活動
の効果は，前年よりも拡張的でかつ重要であった。なにもかもが鈍化（沈滞）したなかに
あって，社会保障負担おけるに変動の強さは，より際立っていた。 1983年にその給付から
負担を差し引いた純収支尻は， 総名目所得の伸びに 0.2 9,るボイントしか寄与しなかった
のに対して， 1984年のこうした寄与度は 1.0に近づいたのである。消費デフレーターを用
いた実質で言えば，政府部門のこうしたルートによる寄与度は， 1984年にプラスで0.6ボ
イントになったが，前年はわずかなマイナス〔ー0.1〕であった。他方，所得と資産にたい
する直接税からなる所得の控除（徴税額）は前年よりも大きく，所得の名目的な伸びにた
いして 1.8形ボイントのマイナス寄与（低下）をもたらしたが， 1983年のそれはー1.4に
とどまった〔いずれも，由々しい非連続性のない計算基準を有する数値に基づいて算定さ
れている〕。実質で計っても，所得の控除は増加し， 1983年の一0.6(ボイント）から1984
年には一1.0に高まった。
すでに指摘したような，実質で計った家計所得の全体的な推移と民間消費の平均的な減
少から，貯蓄率のごくわずかな低下がもたらされた。
。所得の全体としての縮小は， しかしながら， 1984年をつうじて異なる影響力を示した。
つまり同年前半に，雇用者の報酬の実際の推移に起因する消費の縮小効果は，とくにひど
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かったに違いない。というのはその時期に，名目賃金の推移と消費者物価指数との乖離が大
きくなり，同時に賃金労働者の雇用〔季節調整済み〕が比較的大きく減少したからである。
逆に同年下半期から，インフレーションが徐々に鈍化したために賃金所得の浸食（目減り）
は小さくなった。もし，服用が同年後半をつうじてかなり一定に維持されていたならば，消
費にたいする全体としての効果は上半期ほど制約的にはならなかったであろう。そして，
確かに，その年が深まるにつれてこうした予想が形成されていったのである。しかしなが
ら， 1984年末の数力月に期待されたのよりもずっと下向きに雇用が推移したために，消費
の相対的な回復にとっては大きなブレーキが掛かり，まだ消費は底堅くなるには至らなか
った。
．家計支出は， 1984年末から85年初めの数力月にかけて非常に落ち込んだ水準に維持され
ていたものと思われる。そうした状態は，（家計に）分配された資産所得と法人所得， そ
してとくに農業所得の拡張的な動きが， 84年前半よりも後半のほうが大きかったはずであ
るにもかかわらず，維持されたのである。
こうした推移を数擾的な指標からじかに確かめようとすると，非常にあいまいなことに
なる。しかしながら，各種の耐久消費財への支出に見られる後退は意味深長である。なぜ
なら，それは，家計の総支出のなかで比較的小さな比率しか占めないとはいえ一大きな
ウェートを占めるいくつかの消費項目の動きが，おしなべて緩慢であるがゆえに一一実際
の総消費（支出）の変化にたいして非常に感応的であるからである。
かくして，いくつかの部門別企業連盟の暫定的な推計によれば，家電のうち「リネア・
マロン」 lineamarr6n分野〔テレビ，ビデオ，オーディオ等〕での見掛け消費は， 1984
年に一 8形を超える落ち込みを記録したが，この支出の減少は，その分野の流通段階で累
積された在庫の増加を据酌すれば一層大きくなったであろう。他方，家電のうち「リネア
・ブランカ」 lineablanca分野〔冷蔵庫，食器洗い機，洗濯機など〕の（消費の）低下
も非常に強かった。 SEAT(自動車メーカー）の調査・研究部による，国内市場全体にか
んする情報に基づいた推計によれば，乗用車への支出はその年全体について実質で3.5%
後退したが， その低下の程度は下半期のほうが一一同年第w四半期における激減の故に
—上半期よりも大きかった。これと同じ傾向は，自動車の新規登録台数からも指摘でき
る。その他の消費項目は，全体としてより持続的な動きを示したが， しかしそれらの間の
差異は著しく，衣服や履物では支出が大きく減少したのに対して，若干のサービスの消費
や照明・暖房器具への支出はかなり増加したのである。
他方， 1984年の財政政策を特徴づけた支出抑制の方針は，公共需要の明白な鈍化に反映
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2-7図民間消費にかんする指標〔a〕．
34,000 50,000 
32,000 48,000 
30,000 46,000 
28,000 44,000 
26,000 自動車の新I規登録台数 42,000 
24,000 40,000台
XlOO万ぺ七夕
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620 
600 
580 
560 
XlOOガリッター
1981 1982 1983 1984 
出所〕 INE, SEATおよび CAMPSA.
a〕3ヵ月の移動平均
され，それは公共消費にも公共投資にも影孵を与えたものの，その程度は異なっていた。
というのも，公共消費を構成する支出は—財政政策の抑制的な性格をつよく印象づけよ
うとして—公共投資よりも一層制約的であったからである。そこで，公共消費の名目的
な鈍化は非常に著しく， 1983年の17.5彩増から1984年には12.7彩増へ引き下げられた。実
質的な低下は，しかし，それほど大きくはない〔1983年の4.1彩増にたいして， 1984年には
3.0彩増と推定されている〕。なぜなら，人件費に関して言えば公務員の報酬の伸びがゆ
るやかになった結果，また財・サービスの購入について言えばスペイン経済のインフレ率
が低下した結果，公共消費デフレーターの上昇率もこの2年の間に低下したからである。
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2-5表家計の可処分所得
変化率
1983 I 1984 
1. 雇用者の報酬 1. 8 7.0 
2. 純資産所得と純法人所得 17.0 18.5 
3. 社会保障給付 14.4 13.0 
4. 国際間の民間純移転収支 3.6 -18. 0 
5. 所得税と資産税〔a〕 22.3 26.6 
6. 社会保障負担 15.4 9.6 
7. 各種の経常純移転収支 -66.3 10.6 
8. 退職金引当準備高の増減 15.0 8.7 
9. 可処分所得 12. 8 10.1 
10. 民間消費 13.1 10.1 
11. 総貯蓄 9.5 9.5 
〔参考〕
総貯蓄／総可処分所得〔％〕 7.2 7.1 
出所〕 BE. 
a〕3呵意（ペセタ）の所得税と資産税カ,;, 19鯰
年と83年の間で調整された。
公務員の総報酬は12.2%増加した〔1983年は16.896〕が，これは一ー公務員がいくつかの
労働協約で特別の賃金改定を勝ち取り，また政府部門で雇用が増加した結果—―-「予算」
で組まれた6.5%の賃金（総額）の上昇を上回っている。財・サービスの購入は， 1983年の
21.8%増から14.5形増に下がったが，ここから1984年をつうじて公共消費の抑制に払われ
た努力のほどが明らかになるであろう。
1. 2. 2 総資本形成
総資本形成は1984年にも依然として非常に弱々し<, 4年連続の後退を記録した〔この
年，ー 3.2彩前後J。こうした後退は，営業余剰が回復し〔4節をみよ〕，また公共赤字の好ま
しい推移〔5節をみよ〕によって利子率も次第に低下したにもかかわらず，生じたのであ
る。もっとも，この利子率の低下は，投資需要の衰退そのものによって支えられ，同年後
半の金融市場の緩和に貢献した貨幣政策〔3章〕によって支援されたのも事実であるが。
1984年の総営業余剰の大きな回復は，その年のスペイン経済の推移の際立った特徴のひ
とつであり， 家計と非金融企業の融資能力に反映された。 1-5表（参考資料C)から
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分かるように，この融資能力は1983年の対GDP比3.7%から 5.1%になったのである。
政府部門もまた赤字を抑制するのに大きな努力をはらい，参考資料Cに反映されたその成
果は，スベイン銀行の融資能カ―1984年に，前年のマイナスからプラスに転じた一ーも
同時に考慮すれば一層明らかになる。前期(1983年）に，政府部門への非インフレ的なファ
イナンス・プロセスの一環としてスペイン銀行がおこなった管理通貨の保証発行（中央銀
行引き受け）は，それに伴うコスト（その安直さ）の故にマイナスの（公共）貯蓄を出現させ
た。かくて，参考資料Cから分かるように，スペイン銀行と政府部門を合わせたファイナ
ンスの必要性は，実際1983年には，政府部門の赤字額だけを反映したものよりもずっと大
きかったのである。逆に1984年には，公共部門の赤字抑制の努力は，赤宇のファイナンス
の方式が比較的歪みの少ないものになった結果，スペイン銀行の貯蓄額がふたたびフ゜ラス
になった点を考慮に入れて，評価されねばならない。政府部門とスベイン銀行を合わせた
ファイナンスの必要性は， 1983年の対GDP比6.5彩から1984年には4.7%に下がった。も
っとも，この低下が，利払いの時期を定める際の会計（処理）上のズレという若干の問題か
ら，過大に表現されているのも確かである〔注〕。〔したがって，同じ理由から，家計や非金
注〕 1984年以降，国の赤字のファイナンスの方式にかなりの修正が加えられた。こうした
修正の後に，赤字のファイナンスは基本的に国債の発行をつうじて実現されるように
なった。国債発行は，公共赤字による通貨増発を回避しつつ政府の反インフレ目標と
整合的な通貨管理を保証するために，スペイン（中央）銀行引き受けー~そしてその
後の，同行による利付き証券の発行＿というより複雑で不明瞭なやり方に取って代
わったのである。 • 
国の赤字のファイナンスに生じたこうした変化から，予算のなかの利払いの項目に
おける赤字（国債）に基づく金利負担（増）が説明できる。しかしながら，この会計
上の変更の効果は， 1984年の勘定にはまだ十分に現れていない。なぜなら，予算枠の
制約を受ける政府部門は，支払い期限がきた利子だけを計上しており，他方スペイン
銀行は〔他の金融機関と同様に〕利子発生期間中もそれを計上しているからである。
ともあれ，管理通貨の保証発行 certificadosde regulaci6n monetariaがこうした
国債（発行）に取って代わられたために，政府部門とスペイン銀行を合わせた全体の
貯蓄と貸付能力に拡大効果〔1983年の412億（ペセタ）から1984年の2,894低へ］がも
たらされたものと考えられるが，このことは，家計と非金融企業の当該項目（貯蓄）
に一一残余項（結果）的な， しかも逆向きの符号をもった＿影響を与えている。
この問題は，スペイン銀行の利潤発生と国によるその計上と9の間にズレが存在する
ために一層錯綜している。こうした会計（処理）上のズレによって，上記と同じよう
な影響が（政府とスペイン銀行の貯蓄・貸付能力にたいして）生じたのであるが，そ
の額は1983年の一856億に対して， 1984年には十482位にのぼった。
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融企業の貯蓄と融資能力の改善にかんする推計も，上方修正されねばならないであろう〕。
企業の融資能力が大幅に拡善され， しかもその投資需要が著しく弱かったために， 1984
年における企業の信用需要は非常に弱々しいままで推移したが，これは，政府部門の融資
（需要）圧力の低下や，ずでに述べた家計における貯蓄率の維持とも相まって，その年が
深まるにつれて次第に利子率を低下させたのである。この低下はまた貨幣政策によっても
襄打ちされていた。というのも，この政策は， 1983年後半と84年前半にはまだたいへん高
揚していたィンフレ期待の抑制という優先目標に非常によく適合するよう（緊縮的に）維
持されていたものの， 1984年下半期になってインフレ率が低下しまた国際収支が大幅に改
善するにつれて，いくらか緩和されだしたからである。しかしながら，企業の金融ポジシ
ョンの改善も，ィンフレ期待の見直しも，利子率の低下も—いずれも，生産的投資の回
復にとって必要な条件ではあるが一ー，そうした投資のテイクオフ（躍進）をもたらすに
は〔一般機械への投資にかぎれば，回復のわずかな兆しが同年末にいくらか認められたと
はいえ〕不十分であった。建設（投資）も輸送機器への投資も大幅な後退を記録し，また
在庫（投資）も農産物を除けばGDPの成長に寄与しなかったのである。
実質的な生産的投資需要の衰退は，政府部門についても家計・企業（民間）部門につい
ても共通の特徴であった。だが，なかでも政府部門の需要の後退は一ーとりわけそれが，
この数年来スペイン経済のすべての総固定資本形成のなかで活力のある唯一の項目であっ
た点を想起すればー一ー非常に由々しいものであったことが分かる。 1-5表（参考資料C)
に載っている公共投資の低下の一部は，政府部門の特定の資産が非金融企業部門に移譲さ
れた結果なのであるが，しかし確かに，・政府部門の総固定資本形成の衰退は，建設業のよ
うないくつかの部門にとくに大きな影響を及ぼしている。家計・企業部門の投資も，国内
生産に占めるその比率を維持するには不十であった。というのも，それは1983年の16.4彩
から1984年には16.1彩になったからであるが，さらにこの数値も，政府部門によって売却
された「石油専売株式会社」 CAMPSAの資産の（民間部門による）獲得に相当する部
分を控除すれば， 15.8彩に下がるであろう。
1984年をつうじて建設投資は，前年における実質的な公募入札激減の影響をもろに受け
たために，実行された公共事業の量は大幅に減少した。この事実は，前年よりはいくらか
底堅く維持されたとはいえ依然としてマイナスの伸びを記録し続けた民間需要とも相まっ
て，この数年来の総建設支出の低下のなかでもかなりひどいー4彩前後の落ち込みをもた
らした。
一般的にいって， 1984年の下半期は上半期よりも一層低調であった。もっとも，年間を
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つうじて加速した低下率は，年末の数力月間に，公募入札がいくらか好転した結果，持ち
直したように思える。公共事業投資は全体として，総（建設）投資（の動向）に支配的な
影響を及ぽしており， その年全体で一1051る前後のひどいマイナスの推移を記録した。そ
の原因は，公募入札に見られた1983年の減少と1984年のさらにひどい衰退に求められる。
しかしながら，入札の大部分が84年後半に集中したので， 1985年にはその活動にプラスの
効果が現れるであろう。
住宅投資については，このサブ・セクター一~とくに自由な（助成なしの）住宅ー一の
統計数値の一層の悪化を嘆かねばならない。とくにひどいのは，この自由な住宅投資の分
野であるが，そこでは直接的な指標が充分入手できないので，工事遂行のカレンダー（記録）
2-8図 建設投資総額と各構成要素の寄与率
1980年第I四半期=100
100 
90 
80 
％ 
40 
30 
20 
総額
——-
--
｀ 
至IL民間非住宅建以- ---・・ ．．．．．．．．．．＾ -----一． ---• .．．．．．． 住宅建設. ・・・・・・・・・・・・ 
1981 
出所〕 BE. 
1982 ,1983 1984 
100 
90 
80 
％ 
40 
30 
20 
145 
608 ' 闊西大學「純清論集」第39巻第3号 (1989年9月）
から導出される支出水準に情報を求めねばならない。そうして得られた，住宅着工にかん
する統計数値は，その質の低さと信憑性の乏しさから見てそれに相応しいレベルをはるか
に超えた高い役割を果たしている。ともあれ，利用可能なデータに基づいた推計によれば，
住宅投資は前年の推計値〔ほぼ一6彩〕よりはいくらかましなー3形からー4彩の低下にと
どまったが，その原因は，住宅着工数の推移が一ー自由な（民間）住宅も（助成付き）公
共住宅も—前年に比べて好転した点に求められる。それにもかかわらず， 1984年全体の
着工数はかなりマイナスの変化（数値）を記録したものと思われる。そうした予測が確か
なものであるならば，このサプ・セクターが1985年に大きく（成長に）貢献するとはとう
てい期待できない。住宅建設業界の指摘によれば，売れ残った住宅の数はすでに2年前か
ら減少しつつあるとはいえ，家計の可処分所得の推移と高い実質利子率は，そうした着工
のリズムの低下を説明するのに役立つ要因として挙げられる。
民間非住宅建設について，手元の情報は首尾一貫していない。つまり， 工業・エネル
2-6表建設にかんする主な指標，
変化率
I 1981 I 1982 I 1983 I 1984 
建設活動の一般的指標
セメントの見掛け消費 -6.3 0.3 -3.3 -9. 7 
鳶成資材の生産 -0.1 -4.1 3.8 -3.2 
建設業就業者数〔a〕 -7.6 -1.5 -2.9 -5.0 
住宅完工数 -11.4 0.9 -6.0 -16.5 
建設請負の指標
住宅着工数 -3. 7 -9.6 0.7 -10.2 
公募入札
時価（名目）表示 32.6 34.5 -7.0 8.3 
不変価格（実質）表示 13. 6 20.6 -17.5 -2.4 
建設投資の指標
住宅投資〔不変価格表示〕〔b〕 -5.2 -7.2 -8.2 -3.1 
公共事業投資〔不変価格表示〕〔c〕 2.7 20.0 7.2 -11. 7 
出所〕 MOPU, INE, OFICEMENおよび BE.
a) 1984年の数値は， 「共同雇用基金」 FECによる雇用効果を修正済みである。（な
ぉ，この「基金」による雇用効果については， 156ページの脚注をみよ。訳者）
b〕住宅着工数と平均18カ月の建設期間から推計した。 (18カ月のうちデータが）入
手できる最終の月は10月。
c)公募入札額〔不変価格表示〕と施工期間による同入札額の按分値から推計した。
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ギー省の実態調査では，前年とよく似た—しかも， 1984年をつうじて悪化しつつある一一
低下が指摘されているが，そこには，「産業用建設」の激減と 「各種サービス業」向け建
設のいくらか底堅い推移ー一＿もっ 9とも，同年下半期には両者ともより低調な推移をたどっ
た点では一致していた一が伴っていた。逆に，いわゆる「建築と諸工事」にかんする数
量的な結果を提示しているスペイン企業組織連合 CEOEの調査では，前年に比べて産業
用建設投資が低下した点は指摘されているが， しかし1984年をつうじての—―ー同年第m四
半期の成果をともなった—明らかな回復も報告されているのである。そのうえ，この同
じ調査による他の数量的な結果によれば，産業用建設の回復は年間ベースでも年内（月次）
ベースでも歴然としていた点が示されている。最後に， 全国建設企業連盟 SEOPANの
推計では，産業用建設投資は前年よりも底堅く維持されたと指摘されている。
プラント投資もまた， 1984年をならすと非常に弱々しかった。もっとも， 1983年に比べ
れば―とりわけ一般機械への，とくにに84年後半の投資については一ー好転した推移を
示すいくつかの徴候がある。輸送機器については，あらたな後退が記録された。もっとも，
造船を除けば， その程度は 1983年に見られたのよりもおそらくいくらか土しであった。
いずれにしろ，プラント投資のデータが事実上存在しないために，それの推移をなんとか
して評価しようとするのは非常に困難で大胆なことなのである。そのような意味で，この
『年次報告」のマクロ経済表（本稿末尾の参考資料B)に載せられた，この需要項目の 1
彩の低下という推計は，広範な不確実性を伴った単なる中央値にすぎない。さらに，この
変数（プラント投資）の絶対値はごく小さなものになってしまったので，その推移を短期
的に数量化してみても，工業生産の成長にたいするそれの寄与度（を調べる）どいう観点
からはほとんど意味をもたない。しかしながら，それの将来における趨勢や見通しは，す
べてのありうべき持続的な成長過程においてそれが戦略的な変数の地位を占めている以
上，決定的に重要である。
そうした観点からみて，この変数について推計された変化率は， 1983年よりましな動き
を反映しているが，そのことは，まだささやかではあるものの同年末に集中した—企業
の融資状況の改善と利子率の低下に起因するより好ましい情勢によって誘発されたー一回
復の成果なのであろう。こうしたプラント投資は，総投資の長期にわたる後退の後に，疑
いなく非常に傷んでいた生産設備の一部を取り替えるのに振り向けられ，また陳腐化した
設備の合理化と技術的改良のための若干の投資を企てるのに用いられたものと思われる。
これらは， とりわけ「共同市場」 (EC)への統合を前にして， より有利な競争上の立場
を確保しておくうえで不可欠である。
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2-9図から分かるように， 1984年初めにまだ投資決定にたいしてかなりのマイナスの
影響を与えていたファイナンス面の障害は，その年の深まりとともに解消されていったの
に対して，需要の衰退は依然として深刻であっただけでなく，おそらく国内需要の後退と外
国需要の将来の強さにかんする不確実性の故に，その深刻さをわずかながら増しさえした
のである。需要の衰退とならんで，特定するのがより困難な一連の原因が表出したが，そ
れらは，この2年の間に強まった後をうけて，今や投資決定を阻害するすべての要因を支
配している。かくて，企業の実態調査ーーとくにCEOEによる調査ー一の結果によれば，
1984年に，利潤率と融資状況の改善に後押しされたプラント投資の増加を予感させる情勢
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出所〕 MINER. 
幻 3カ月の移動平均
b〕製品の品質改良・設備の更新・新製品の製造のための投資プロジェクトを含む。
148 
スペイン経済： 1984年ーースペイン銀行「年次報告」より――-(楠） 611 
が確実に存在したにもかかわらず，需要の衰退が根強いうえに，そうした一連の不確実性
と悲観的な予想が流布したために，垣間見られた回復が実際に定着するのは妨げられたの
である。
プラント投資を構成するいろいろな項目の推移のなかで， 1984年に一般機械器具のサブ
・セクターに上向きの動きを示すいくつかの徴侯が見られた。このフ：ラントの，たとえば
国内生産指数と輸入指数は，ー一前年には両者ともに後退したのに―この年は上昇した
のである。 もっとも， このサブ・セクターの活動の重要な部分は輸出向けであるが， 実
際，輸出は例年にない著しい伸びを記録した。
輸送機器への投資は，一般機械器具のそれより更に振るわない推移をたどり， 1983年に
比べて多分いくらかiしな―とはいえかなり由々しい一ーあらたな後退を記録した。輸
送機器の国内生産指数は， 1983年の一7.9形の低下にたいして，この年は平均して一20.6
彩も後退した〔注〕。この輸送機器の輸入のほうは，著しく増加した一船舶を除いた輸
送機器の輸入の実質的な伸びは， 1983年の15.0%減にたいして，約38.0%増と試算されて
いる一ものの，確かに言えるのは，この部門がかなりの輸出増を記録した点も考慮に入
れれば，そうした輸入増でもって国内生産の低下を埋め合わすには不十分であったという
ことである。鉄道を除く陸上輸送機器のサブ・セクターにかんする，全国乗用車・トラッ
ク製造業連盟 ANFACのもっと詳細なデータによれば，輸入（輸送機器）の浸透率に大
幅な上昇が記録された部門ーーそれは，路線バスや観光バスといったいくつかの分野でと
くに著しかった一ーでも，こうした（プラント）投資のマイナスの推移が確認されている。
在庫形成は，いろいろなグループごとに異なった動きを示した。農産物は大豊作だった
のでその在庫量は積み増しされた。もっとも，その伸びは， 若干の農産物の輸出のリズム
が高まったために， 予想されたよりも緩やかだった。「農産物の転換とその価格調整にか
んする基金」 FORPPAの融資をうけた在庫（投資）のなかでより重要なものとしては，
穀物〔小麦を除く〕と砂糖に関連した在庫増が目立っているのに対して，牛肉・アルコ―
ル・小麦の在庫が減少したために， 1983年に農業の最終生産物のうち在庫の積み増しに回
されたのは実質で約0.7%と推計されている。
注〕年を追って後退し続けている造船部門に不当なウェートが付与されているために，輸
送機器の国内生産指数はみずからの後退を過大評価している。その傾向を適切に評価
するためのデータは手に入らないけれども，そうした情報を得るために，輸送機器の
総合生産指数の伸び率〔ー20.6彩〕と造船を除いた同じ指数‘のそれ〔ー9.0彩〕が比
較されうるであろう。
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2-7表在庫投資にかんする主な指標
年平均 半期平均
1983 1984 
1983 1984 
上半期 l下半期 上半期 i下半期
数量指標
農業部門〔a〕 0.0 0.7 . . . ． 
観光部門〔a〕 2.7 0.7 . ． . ． 
他の輸送機関〔a〕 3.1 -3.3 . ． ． . 
鉄 鋼〔a〕 -8.6 -6.5 ． . . ． 
セメント (a〕 0.0 -0.4 . . . . 
企業の実態調査〔b〕
工業全体 13 10 12 13 12 ? 
消費財 16 17 1 20 19 16 
投資財 -1 -11 -4 2 -5 -16 
中間財 14 10 17 11 10 10 
バルセロナ商工会議所の調査〔c〕
完成品 1.42 1. 36 1. 44 1. 40 1. 37 1. 34 
原材料 1. 34 1. 32 1. 34 1. 33 1. 31 1. 33 
出所〕 MINER, ANFAC, UNESID, Ministerio de Agriculturaおよび Camarade 
Comercio de Barcelona, 
a〕前年の生産高にたいする在庫変動の比率（飴）。
b〕在庫が「通常以上」という回答の形と「通常以下」のそれ（形）とのビラキ。
c〕当該在庫を生産するのに必要な平均月数。
工業（エネルギー）省やバルセロナ商工会議所による「企業実態調査」などの，乏しい
数量的指標から，工業〔完成〕製品と原材料の在庫のフローにマイナスの推移が見られ，
また落ち込みかたは前者の方が著しかったものと推論できる。かくて，鉄鋼と陸上輸送機
器〔観光用と観光関連の機器を除く〕の在庫に著しい減少が見られたが，この観光関連の
輸送機器については，当初の予想よりも弱かったとはいえ内需の（高まりの）お蔭で，ゅ
るやかな在庫の積み増しが生じたものと思われる。在庫投資は全体として， 1984年にGD
Pの成長にたいして0.05形ポイントのマイナスの寄与をなしたと推定されている。
2. 生産
実質で2.2%増と推計されたスペイン経済全体の付加価値の伸びのなかで，例年にない
気象条件に恵まれて10%前後の実質成長を達成した第一次産業の大躍進が際立っている。
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2-8表国内総生産
単位：彩
実質成長率 GDP成長への寄与度
1983 I 1984 1983 I 1984 
1. 第一次産業 4.0 10.0 0.3 0.6 
2. 非農業部門 2.0 1. 7 1.9 1.6 
工 業 3.0 2.0 0.8 0.6 
建 設 業 -1.5 -3.5 -0.1 -0.3 
サービス業 2.0 2.1 1. 2 1. 3 
3. 国内総生産〔要素費用表示〕 2.2 2. 2 2.2 2.2 
出所〕 BE. 
非農業部門は全体として，前年に達成された2.0形に比べてやや後退した1.7彩の伸びを
示した。工業においても建設業においても，活動のリズムはともに前年よりも劣っていた
のに対して，サービス業では1983年に比べてほぼ同じかやや上回る成長率が維持された。
工業の付加価値は実質で一ー前年より 1ボイント下回る一ー2.096の成長をしたと推定
されているのに対して，危機が深刻化した建設業ではこの数年来で最も低い一―—かろうじ
て同部門の投資の成長率ー496よりもややましtょ―--3.5彩の成長率が記録された。
サービス業は一ー1983年の2.0彩にたいして一ー2.1%成長したが，それに大きな刺激を
与えたのは，観光に最も関連した活動分野に属するホテル業と，金融・保険業，鉄道輸送
業，そして通信業であった。
' すでに指摘したように，第一次産業の付加価値は非常に高い伸びを記録したが，その原
因は基本的に，気象条件にたいへん恵まれて実質で15彩前後も急増した農耕の最終生産に
求められる。かくして，牧畜の生産が事実上の停滞を続けたものの，農業全体では生産が
7.5形ないし8彩伸びたものと見込まれている。農業部門外からの（農産物への）支出が，
それほど落ち込まず，また漁獲高が前年に比べてわずかな低下〔ほぼ1,Silる〕にとどまった
ので，農漁業（食糧）省は最終的に，農業部門の付加価値の実質成長率は11彩，そして第
一次産業全体のそれは10形と推定している。
生産物ごとに見ると，収穫は穀物にかんして特に豊作であって，小麦と玉蜀黍の40彩増
にはじまり，米は10096増，そして食用油は150彩も増えたのに対して，柑橘類全般と若干
の果物の生産は低下した。畜産品については，牛乳と豚肉の生産が増え，牛肉の生産は減
少した。こうした単価の安い他の製品による代替は，漁獲高のいろいろな推移についても
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同様に見られる。つまり， すでに指摘したように， 漁獲高全体はわずかに低下するなか
で，冷凍魚の水揚げが急増した一方で，鮮魚のそれは縮小したのである。
工業〔建設業を除く〕の付加価値の推計値ーーそれは工業生産指数の推移から導かれる
ーは，需要の観点からすでになされた論述と容易に両立しない。両立しがたい第一の理
由は，実質的な工業の付加価値が一ー工業生産指数によればーー1983年の2.7形増にたい
して1984年全体で0.9.%しか伸びなかった点に求められる。こうした伸びの著しい鈍化に
明確に対応するものは，需要の側には認められない。需要は一一外国需要の力強い寄与も
考慮に入れると一~ 前年の伸び率にかなり近い率を維持したに違いないか
らである。他方， 1984年をつうじて生みだされた，そうした弱々しい付加価値（の成長）
のリズムを，より活発であったその年の一連の需要の推移と合致するように説明するのは
容易なことではない。
実際，季節調整をほどこした四半期ベースの変化率で（工業生産をみて）みると，第I
四半期に力強い活動があり，その後第I四半期にはひどい衰退が生じ，同年後半は，再びお
おいに高い成長率で始まっている。また，その年末の数力月に生じた落ち込みも，全体と
して下半期の動向が上半期よりもダイナミックとなるのを妨げるには至らなかった。こう
した（生産の）一年間の推移は，その年をつうじて総売上一ーとくに外国向けのそれ―
がたどったリズムとは非常に対照的である。なお，こうしたギャップを在庫の累積過程に
おける動きに起因せしめ得るいかなる証左も存在しない。むしろ，とぼしい手元の資料か
らは，その逆の方向が指し示されているのである。
一年全体としての伸びから見ても， 1984年をつうじての活動の特徴に注目してみても，
こうした工業生産指数IP Iの推移は，電力会社が毎月提供する情報からスペイン銀行が
作成した産業用電力消費指数の，一次資料で明らかにされた推移とはかなり異なっている。
そこでの推計によれば，この電力消費は1983年の2.9彩増にたいして1984年は全体で2.3劣
伸びたものと考えられる。季節調整値で見ると電力消費は明らかに下半期よりも上半期の
ほうが多かったが，このことは総需要の推移と一致しているのである。
利用可能な情報を総合すると，工業の付加価値の伸びは1983年よりも小さく，前年に達
成された3.0彩にたいして2.0彩にとどまったものと推定される。
こうした推計に関連して，工業生産指数は時として付加価値の推移を適切に反映しない
ことがある点に触れておこう。というのも，前者は最終生産の指標に基づいており，付加
価値のそれには基づいていないからである。かくて，たとえば，ある時期に生産水準が一
定に保たれていても，もし中間財の消費が節約されたり，あるいは当該生産物が大量にi
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り有利な販売条件を有する市場一ー外国市場がその条件を充たすこともあろう一一に振り
向けられたならば，付加価値の増加は生じるであろうが， しかし明らかにそれは最終生産
の指標には反映されない。そして，こうした二つの想定が1984年にスペイン経済で実現さ
れたと考えられる証拠も存在するのである。
さらに，現実の工業生産指数IP Iは，工業活動水準の推移を適切に反映していない。
その第一の理由は，それの基準年が古いために，いくつかの部門の実際の相対的重要性を
つよく歪めてしまうような， したがってまた他の.i:bダイナミックでかつ重要性を増しつ
つある諸部門が事実上無視されてしまうような，ウェート付けがなされているからである。
第二の理由は，おおむね通常のルートを外れて活動しているような諸部門にかんする情報
がIPIには盛り込まれていない点に求められる。そうした場合， 2-9表に載っている
より重要な諸項目にかんする各個別の数値に，的確な意味あいを付与するのは難しい。
ともあれ，（同表の）経済における各財貨の用途別分類には，各需要項目の動向に一致し
た推移が示されている。 1984年全体で事実上ゼロ〔0.2彩〕の成長にとどまった消費財の
国内生産のなかには，民生用輸送機器のように外国での販売に支えられて2.3%も伸びた
分野もあれば，家庭用耐久（消費）財のように12.5%も大幅に低下した分野もあった。
2.9%のマイナス成長を記録した投資財（プラント）のなかで， 9.8彩も低下した金属
装置・ボイラー類 estructurasmetalicas y caldereriaは，建設部門におけるひどい低
迷とエネルギー関連投資における刺激の喪失を反映していた。一般機械(.その他）の生
産が6.5%も伸びたのが目立っているが，それはこの種の財にたいする外国需要の強い刺
激によって支えられていた。他方，輸送機器に見られる20ボイント以上の低下については
—非常に沈滞した造船部門が当該指数で過大のウェートを付与されているために，その
低下傾向が強まったこと以外一＿多くのことは語れない。
建設部門9の活動は，すでに投資について述べた際に指摘したように，全体として大幅に
マイナスの水準のままで推移した。
建設部門における付加価値の変化率の推計は，中間財の消費にかんする情報が少ししか
手に入らないために，最終生産のそれよりも一層問題の多いものである。いずれにしろ，
最も落ち込んだ推移を示したのが公共事業のサブ・セクターであり，また11月までのデー
タではセメントの見掛け消費が一9.5彩も大幅に低下したことから判断して，付加価値の
減少は依然として非常に由々しいけれども， ー3.5彩前後と見られる生産減よりはいくら
かましであったに違いない。
こうした推測は，全体として5形に近い中間財消費の低下と整合性をもっており，また
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2-9表工業生産指数の変化率〔建設業を除く〕
〔1972年ベース〕
1982 1983 1984 
総合指数 -1.1 2.1 0.9 
エネルギー〔10.3彩〕 4.0 3.5 1.8 
固体燃料の掘採と加工 10.7 0.9 -0.8 
石油掘採 23.0 94.1 -24.7 
石油精製 -8.0 0.6 8.0 
放射性鉱物の掘採 ‘ー14.4 18.5 18.7 
電気・ガスの生産 2.9 2.9 3.0 
非エネルギー鉱業と化学〔21.2彩〕 -3.2 1.3 3. 3 
非金属鉱物の掘採と加工 -9.2 3.4 22.0 
金属の生産と一次加工 -0.8 2.1 4.5 
非エネルギー非金属鉱物の掘採 -12.9 -0.2 8.7 
非金属鉱業 -3.6 1.0 -5.6 
化学工業 -4.1 0.5 4.9 
金属加工・精密機械〔24.2彩〕 ， -4.1 2. 7 -2. 7 
金属製品製造〔一般機械と輸送機器を除く〕 -4.8 0.4 -7.5 
一般機械・機械設備製造 -8.4 -9.9 2.5 
事務用機器製造 -31.6 -15.5 -15.6 
電気機械・機材製造 -6.8 -6.4 4.1 
電子機器製造〔コンビュータを除く〕 -18.5 8.7 1. 6 
自動車製造 6.5 21. 9 1. 5 
造 ・船 6.6 -37.3 -49.4 
その他の輸送機器製造 -16.1 27.3 -14.4 
精密機械・光学器具などの製造 16.4 0.0 -2.3 
その他の製造業〔44.3彩〕 0.0 3.2 1.2 
食料・飲料・たばこ -0.3 6.8 0.9 
繊維工業 1. 8 2.7 -2.9 
皮革製造業 5.5 3.4 1. 3 
履物・衣服•その他の繊維製品製造業 4.5 -2.9 -3.9 
木材・コルク製造業 2.9 -1.8 -4.7 
紙• 印刷・出版業 -4.5 7.4 7.3 
ゴム・プラスチック製品製造業 -4.2 0.2 3.8 
ー以上，製品の産業別分類ー一
消費財〔35.8%〕 0.0 6.3 0.2 
食料・飲料・たばこ -0.3 6.8 0.9 
その他の消費財〔工業製品〕 0.1 6.0 -0.2 
．プラント〔14.1%〕 -7.9 -5.1 -2.9 
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金属装置・ボイラー類
輸送機器
一般機械• その他
中間財〔50.1%〕
エネルギー
建設資材
非エネルギー抽出産業と化学
その他の中間財
—以上，製品の用途別分類ー一
出所〕 INE. 
2.7 -4.4 
-3.4 -7.9 
-12.0 -4.1 
-0.5 1. 7 
4.0 3.5 
-4.2 3.9 
-2.3 0.9 
-1.2 0.4 
-9.8 
-20.6 
6.5 
2. 1 
1.8 
-3.2 
6.1 ・
1.0 
そこから建設部門の就業者一人当たり生産性の2.1彩の上昇も導出されるのである。
建設業全般の状況—それについてはすでに，当該需要とその変化の短期的な見通しと
．いう観点から触れた一ーから推して全国建設企業連盟SEOPANは， 1985年に建設部門が
わずかながら成長するものと期待している。
1984年にサーピス部門の実際の総付加価値は，この数年らい槻察されてきた趨勢的な伸
びにほぼ等しい2.1彩の率で推移した〔ちなみに， 1983年の実績は2%であった〕。わずか
ながらもこうして伸びたのは，民間サービス業がより上向きに推移したからであって，政
府部門の非売（無償）サービスは前年と同じように 3彩前後しか伸びなかった。しかしなが
ら，雇用のデータに基づくこうした推計は， 「共同雇用」 empleocomunitario (基金）
―これについては本章の3節で分析される一一によって採用された労働者の取り扱いが
変化したために難点を抱えている。
民間サービス業について，統計指標の不足は周知のことだが，場合によってはそれに加
えて，さらにその扱いも—当該サプ・セクターのなかで情報が得られる範囲は限られて
いるのでー慎重に行われねばならない。ーともあれ，より有利な推移をたどったサブ・セ
クターは，鉄道輸送〔なかでも貨物輸送〕業と，航空運輸業，金融・保険業一一そこでは，
業務の高度な技術（専門）化に誘発された生産性の上昇が生じたにもかかわらず，就業者
数のかなりの増加が銀察される〔注〕―→ ホテル業〔ただし，観光に関連した分野に限
定される），そして通信業であった。逆に，海運業では 1984年に，旅客も貨物もともに著
しい縮小が経験されたようである。全体として民間サービス業の付加価値は， 1983年の
1._8彩増にたいして2.0形増加し，また一人当たりの見掛け生産性は，就業者数が 1.8飴減
少したために， 3.9彩上昇したものと推定されている。
注〕これは国勢調査によるものであり，労働力調査EPAの結果とは一致しない。
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2-10表 サービス部門における主なマクロ経済指標
変化率
1981 1982 1983 1984 
総付加価値〔実質要素費用〕〔a〕 1.4 2. 1 2.0 2. 1 
民間のサービス 1.0 1. 8 1.8 2.0 
政府の無償サービス 3.5 3.5 3.1 3.0 
総付加価値デフレーター 13.7 13. 9 12. 3 11.3 
民間のサービス 13.8 14.6 12.6 11. 8 
政府の無償サービス 13.4 1. 2 11.1 8.9 
出所〕 INEとBE.
り 1982年， 83年，そして84年の変化率は，それぞれ前年の固定価格で算定され，
また1981年のそれは， 1970年の固定価格で算定されている。
3. 雇用
3. 1 雇用，生産性，失業
労働力調査 C2-11表〕によれば， 1984年にスペイン経済の総雇用は30万1000人減少
し，また失業は31万8000人増加して，失業の水準は286万9000人に達したが，これは労働
カ人口の21.7%に相当する〔注〕。
1984年の雇用の動向から， 80年以降に見られた傾向＿その特徴は，就業機会の喪失が
だんだん軽微になる点にあった一ーに変化が生じたものと推察できよう。実際， 1980年か
ら82年まで民間部門の就業者数の推移は，次第に減少の程度を弱めてきたが〔2-12表を
注〕 1984年に， アンダルシアとエストレマドゥラの臨時（雇用契約のない）農業労働者
にかんする「労働力調査」の取扱基準に変化が生じた。それまで「共同雇用基金」
Fondos de Empleo Comunitarioで採用されていたこれらの労働者は，通常（所
定）の労働時間の3分の 1以上働いていたために，従前はなによりもまず厳密な意味
での就業者と考えられていたが，現在ではすでに社会保障のなかの「農業特別制度」
Regimen Especial Agrarioの受益者になっているので失業者のなかに数えられて
いる。本文のすべてのデータでは，こうした基準の変化による統計上の問題が修正さ
れており，この問題に起因する雇用の減少と失業の増加は11万8000人と推定されてい
る。それらはすべて公共部門の雇用者（賃金労働者）として位置づけられているが，
その内訳は農業に 1万2000人，建設業に6万6000人，サービス業に2万5000人，そし
て政府部門（行政関係）に 1万5000人となっている。
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2-11表労働力人口の推移
単位：千人
絶対数 増 減 (a〕
1984 
1980 I 1981 I 1982 1 1983 I e閤第1V四半期
16歳以上の人口 27,709 281 
労働力人口 13,228 - 67 
就業者数 10,270 -442 
縁辺労働力 89 - 10 
失業者数 2,869 385 
非労働力人口〔兵役など〕 14,481 348 
出所〕 INE. 
a〕数値は，各年の第1V四半期のものである。
b〕FECの雇用効果を修正済み゜
244 350 283 311 
59 182 109 18 
-288 - 70 - 89 -301 
- 21 5 - 1 1 
368 247 199 318 
185 162 174 293 
みよ〕， それに加勢した要因としては，この82年に公共部門の側で大いに創出された就業
機会が挙げられる。かくして,1982年は雇用の消滅という点ではそれほど不利な年ではな
かったのである。 1983年になって民間雇用の減少は再び加速したが， しかしこうした傾向
の変化は経済全体の就業者数には（ほとんど）反映されていない。なぜなら，公共（部門
の）雇用が力強く伸び続けたからである。だが1984年には，公共部門の雇用者の増え方が
ずっと小さくなったために，すでに前年に生じていた民間雇用における傾向の変化（悪化）
が，就業者全体においても明確に現れるようになったのである。
1984年における経済全体の雇用の減少のうち23彩は農業に起因していた。というのも基
本的に，農業部門で非雇用者（自営業主や家族従業者）が減ったからであるが，その減少
率はこれまで歴史的に記録されてきた値に近かった〔196吟三~81年の期間をならすと 4.0
彩であるのに対して， 1984年は3.7形であった〕。こうした推移は，その年に生じた豊作や
農業付加価値の大幅な伸びと対照的ではあるが，しかし過去に記録された農業での労働力．
人口の減少は，スペインの第一次産業に残存する，他の先進諸国に比べて過剰な働き手を
解消するには，まだ不十分であった点も考慮しなければならない〔スペインの農業は経済
全体の雇用の18%を占めているのに対して， EEC諸国での平均は8彩を割っている］。
総就業者は，民間の非農業部門〔行政関係を除く〕で1984年に26万2000人〔2.1彩〕減少
したが，これは前年の9万8000人〔1.6彩〕の減少に比べて大きな落込みを意味している
〔2-13表をみよ〕。こうした雇用の悪化は，工業・建設業・サービス業のいずれか単独
の動向に起因せしめることは出来ない。なぜなら，これらの部門はいずれも本質的によく
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絶対数
IV198四4年半期第
1. 民間部門の雇用者 5,380 
農業部門 467 
非農業部門 4,913 
2. 民間部門の非雇用者 3,190 
農業部門 1,326 
非農業部門 1,864 
3. 民間部門の就業者 (3=1+2〕 8,510 
農業部門、 1,793 
非農業部門 6,777 
4. 公共部門の雇用者 1,?00 
農業部門 35 
非農業部門〔行政関係を除く〕 536 
政府（行政）サービス 1,129 
5. 総就業者〔5=3+4〕 10,270 
農業部門 1,828 
非農業部門〔行政関係を除く〕 7,313 
政府（行政）サービス 1,129 
6. 総雇用者〔6=1+4〕 7,080 
農業部門 502 
非農業部門〔行政関係を除く〕 5,449 
政府（行政）サービス 1,129 
出所〕 EPA. 
a〕数値は，各年の第IV四半期のものである。
b〕年平均値の増加率。
り FECの雇用効果を修正済み。
2-12表雇用の
増 減
1980 1981 I 1982 
-392 -184 -129 
-43 ~36 7 
-349 -148 -136 
-106 -109 -44 
-110 -95 -16 
4 -14 -28 
-498 -293 -173 
-153 -131 -9 
-345 -162 -164 
56 4 104 
2 10 11 ， -2 44 
45 -4 49 
-442 -289 -69 
-151 -121 2 
-336 -164 -120 
45 -4 49 
-336 -180 -25 
-41 -26 18 
-340 -150 -92 
45 -4 49 
似た形でその悪化に手を貸したからである。工業での雇用の推移は，その人数〔1983年の
3万7000人減に対して84年は10万5000人減〕のほうが，その比率〔同じくー2.4形に対して
-2.6彩〕よりも落ち込みかたがひどいが，これは， 1983年に就業者数の減少が比較的小さ
かったことの成果の一部が， 1984年の（比較的小さな）比率の低下に反映されたからである
(1983年第IV四半期のデータは同年の平均値とあまり相違しないが，逆に1984年には大い
に異なっている。それゆえ1985年には，人数の変化よりも比率のほうがより大きく落ち込
むであろう〕。工業において雇用がこのようにより強く低下した原因の一部は，いくつかの
158 
スペイン経済： 1984年一スペイン銀行「年次報告」よりー一ー（楠） 621 
推移
単位：千人
〔a〕 変 化 率 〔b〕
1983 I 1984 〔C〕 1980 、1 1981 I 1982 I 1983 I 1984 〔C〕
-255 .-299 -5.0 -4.4 -2.2 -3.5 -5.1 
-30 -19 -9.0 -6.8 -2.1 .:.1. 0 -7.7 
-225 -280 -4.6 -4.2 -2.2 -3.7 -4.8 
38 -45 -2.5 -u -2.4 0.4 0. 1 
-6 -56 -6.0 -5.9 -3.6 -0.2 -2.8 
44 11 0.5 -0.1 -1.4 0.9 2.3 
-217 -344 -4.1 -3.8 -2.2 -2.2 -3.2 
-36 -75 -6.8 -6.2 -3.2 -0.4 -4.1 
-181 -269 -3.4 -3.2 -2.0 -2.6' -3.0 
129 43 3.5 1. 7 5. 1 6.0 5. 1 
-5 7 ．一5.2 27.9 24.1 6.9 12.5 
84 7 2.3 0.6 4.7 12. l 8.3 
50 29 4.2 1. 7 4.6 3.1 3.1 
-88 -301 -3.2 -3.1 -1.2 -0.9 -1.9 
-40 -68 -6.8 -5.8 -2.8 -0.4 -3.7 
-98 -262 -3.1 -3.0 -1.6 -1.6 -2.1 
50 29 4.2 1. 7 4.6 3.1 3.1 
-126 -256 -3.5 -3.2 -0. 7 -1.5 -2. 7 
-35 -12 -8.8 -5.4 -0.4 -0.7 -6.3 
-141 -273 -4.1 -3.8 -1.6 -2.4 -3.4 
50 29 4.2 1. 7 4.6 3.1 3.1 
消費財産業に求められる。主としてこれらの産業が1983年に工業の就業者数を減少させ，
また1984年にはその減少率を強めたのである。さらにその原因の一部は，ある程度（産業）
再編されつつあるすべての伝統的産業にも求められるが，この再編によって1984年の工業
部門における雇用の減少の半分以上が説明される。 1984年に建設業を襲った諸困難のゆえ
に，その雇用は 1983年に比べて人数でも〔2万7000人減から 5万4000人減へ〕比率でも
〔ー 2.97lヽから一5.0%へ〕よりひどく落ち込んだ。他方，サービス業では就業者数が1983
年の3万4000人減〔ー0.8彩〕に対して， 10万3000人減〔ー1.2彩〕になったが，そうした
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2 -13表非農業部門における
絶対数
1984年
第IV四半期
?
減
1980 I 1981 I 1982 
民間非農業部門 ?.313 -337 -162 -121 
工 業 2,606 -113 -1?3 -127 
エネルギー・水道業 142 12 -9 7 
非エネルギー鉱業と化学 337 -17 -5 -32 
金属鉱業 1 -3 2 -1 
非金属鉱業 22 2 2 -3 
建設資材（窯業・土石） 146 -15 -14 -10 
化学工業 158 -1 5 -18 
金属加工 871 -17 -76 -28 
鉄鋼業 79 -7 6 -4 
一般機械製造 392 7 -49 -6 
電気機械・機材製造 156 -15 -14 -16 
輸送機器製造 244 -2 -19 -2 
その他の工業 1,256 -91 -83 -74 
食料品製造 362 -37 -4 -19 
繊維•履物製造 431 -48 -50 3 
木材・同製品 463 -6 -29 -58 
建設業 163 -88 -34 -36 
民間サービス業 3,944 -136 43 42 
商業・ホテル業 1,873 -57 14 -29 
商 業 1,408 -33 -22 -27 
ホテル業 465 -24 36 -2 
運輸・通信業 604 -14 -12 -3 
運輸業 501 -15 -17 -11 
通信業 103 1 5 8 
金融業 247 -9 ゜ 16 その他のサービス業 1,220 -56 41 58 
出所〕 INE. 
a〕数値は，各年の第W四半期のものである。
b〕年平均値の増加率。
り FECの雇用効果を修正済み。
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雇用〔行政関係を除く〕
単位：千人
〔a〕 変 化 率 〔b〕
1983 I 1984 〔C〕 1980 I 1981 I 1982 I 1983 I 1984 〔c)
-98 -262 -3.1 -3.0 -1.6 -1.6 -2.1 
-37 -105 -3.6 -4.4 -5.6 -2.4 -2.6 
-3 -3 1. 6 -0.7 -0.4 1. 4 -0.1 
-1 -32 -4.2 -3.3 -5.5 -1.8 （不明）
-4 1 -11.4 -7.8 20.9 -25.7 11.1 
-2 -3 -13.7 17.0 -10.2 1.4 -8.6 
-6 -19 -0.4 -10.4 -4.9 -3.7 -8.9 
13 -11 -6.3 I 2.5 -7.2 2. 0 -0.5 
2 -18 -1.1 -4.0 -6.9 -1.0 -1.5 
-6 2 -7.4 3.5 -3.7 -5.3 -1.7 
5 -20 1.5 -4.6 -5.9 -0.1 -4.1 
-5 12 -7.5 -5.7 -14.0 -2.4 3.8 
8 -12 1.3 -4.1 -4.8 -0.3 -0.1 
-37 -52 -5.6 -5.3 -5.2 -3.8 -3.0 
10 1 -7.5 -2.5 -3.5 -0.8 1.0 
-29 -42 -7.7 -7.8 -2.8 -2.3 -8.4 
-18 -11 -2.0 -4.7 -8.5 -7.5 -0.5 
-2? -54 -6.9 -7.6 -1.5 -2.9 -5.0 
-34 -103 -1.6 -0.? 1.3 -0.8 -1. 2 
-4 -45 -1. 7 -0.3 -0.5 --:-2.1 -0.6 
-6 -48 -1.1 -1.1 -1.9 -1.8 -1.9 
2 3 . , -3.7 2.3 4.2 -2.9 3.7 
-30 13 2.5 -2.9 0.3 -4.7 0.8 
-22 ， 2.2 -3.1 -2.0 -5.2 1.1 
-8 4 4.2 -1.7 13.5 -2.7 -1.1 
-10 -11 -0.6 -4.4 4.4 2.5 -5.1 
10 -60 -3.,8 0.6 4.2 2.4 -2.3 
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減少は商業〔4万8000人減〕と他の民間サービス業〔6万人減〕に集中した。なお，後者
の業種はサービス部門の就業者の30形を抱え，雑多なものから構成されている。
1984年の非農業部門〔政府（行政）部門を除く〕の雇用の減少は，上半期〔9万1000人
減〕よりも下半期〔17万1000人減〕のほうが強かった。その原因は，同年後半に工業での
雇用がよりひどく低下し，建設業でも雇用が季節変動によって大幅に減少し，さらに民間
サービス業の雇用も著しく悪化したからである。非農業部門の就業者数の減少は，その年
の雇用減のうちの50彩が集中した第w四半期にとくにひどくなった。この第w四半期に生
じた雇用の減少の56彩は，商業，ホテル業，そして他の民間サービス業の動向によるもの
であるが，その30%は建設業での就業者数の推移に起因しており，また10彩は，食料品・
繊維・木材（家具）•履物などの消費に関連が深い産業の推移によるものである。
政府部門のサービスによる雇用が1984年にたどった推移について述べるのは難しい。と
いうのも，そこには， 従来「共同雇用（基金）」で採用されていた労働者の取り扱い方が
「労働力調査」によって変えられたために生じた統計上の問題が部分的に介在するからで
ある。統計上の基準の変化が生じた問題の四半期に，政府部門はまった＜雇用を創出しな
かったという仮定に基づいて修正を行う〔つまり，（政府部門に按分された） 1万5000人
分だけ修正をほどこす〕と，その年全体の（政府部門の）雇用の伸びは1983年と同じ数値
〔3.1彩〕になるであろう。しかしこの比率は，採られた仮定のゆえに， 最低限と見なさ
れねばならない。もし，修正が1万5000人ではなく 2万人であれば，政府部門の雇用の伸
びは， 0.5ボイント近く上昇するであろう。
雇用が大幅に低下したためにスペイン経済で観察される一人当たり平均生産性は， 1983
年の3.1彩増から1984年には4.2彩増になったが，これは最近の5年間の平均よりもかなり
高い数値である〔2-14表をみよ〕。生産性が大きく伸びた原因は，基本的に農業にある。
なぜなら，農業部門では，付加価値の力強い増加と雇用の大幅な減少が共存してきたのに，
非農業部門の生産性は，雇用の大幅な低下が農業以外の国内総生産の最低の伸びによって
あらかた相殺されてしまった結果，前年とほぼ同じ率しか上昇しなかったからである。た
だ，工業における雇用の消滅過程は，そこでの付加価値の伸びと結びついて，その部門の
生産性に強い上昇をもたらし続けた。もっとも， 1984年の上昇は前年に比べて小さかった
〔前年の5.5彩にたいして4.7%であった〕が。
1984年には，前年に生じた事態とは逆に，失業の増加は一一労働力人口が非常にわずか
しか増えなかったために一一雇用の減少と同じ程度であった。雇用の低下が労働力人口の
減少によって部分的に相殺された年が数年か続いたのちに， 1980年以降一貫して労働力人
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2-14表観察された平均生産性の推移
625 
変化率
I輩79~8唱 1979 1980 1981 1982 11983 11984 
全 体 3. 1 2.5 4.9 2.6 2.4 3. 1 4.2 
農業部門 4.2 2.3 16.8 -5.4 4.2 4.4 14.2 
非農業部門 2.6 1. 7 3.1 3.2 2.1 3.1 3.2 
工 業 4.5 2.8 4.1 4.6 5.3 5.5 4.7 
建設業 3.5 2.0 5.3 6.2 2.6 1.4 1.6 
サービス業 1.2 0.7 1. 7 1.5 0.1 2.0 2.4 
出所〕 !NEとBE.
口は増加に転じ， 1982年と83年には失業を増加させる最大の要因になった。こうした動き
をもたらした原因は， 1980年以前には，労働力率（労働力人口／生産年齢人口）の低下に
もとづく労働力人口の減少が，•生産年齢人口そのものの増加と一一高い労働力率をもった
年齢層を厚くする一一人口の構造変化とにもとづく労働力人口の増加を凌駕していた点に
求らめれる。 1981年以降， 20歳から24歳の青年層と25歳から54歳の女性層が高い比率で労
働市場に参加するようになり， 16歳から19歳の若年層と55歳以上の初老層の労働力率に見
られた低下が部分的に相殺されたために，それまでの労働力率の低下（傾向）は弱まった。
かくして，人口全体の労働力率の低下〔1980年と 83年の間に 0.3(ボイント）しか下がら
なかった〕はもはや，生産年齢人口の増加による影響を相殺するには不十分となり，労働
力人口は1982年に18万2000人増え， 1983年にも10万9000人増加したのである。
1984年に再び状況は変化したものと思われる〔2-15表をみよ〕。労働力率は全体とし
てふたたび0.5ボイント低下したので， 労働力人口の増加は1万8000人にとどまった。そ
うした低下に決定的な影響を与えたのは， 55歳以上の生産年齢人口の急増〔23万1000人
で，これは198峠司こおける16歳以上の人口の増加の74%に相当する〕である。というのも，
この年齢層の労働力率は，それより若い年齢層に比べてかなり低いからである。青年層と
女性層の労働力率における既述の上昇は持続されたとはいえ，上記の現象のほうが支配的
であった。その結果，労働供給の増加に強いブレーキが掛かった。かくて， 1984年の失業
の増加は，雇用の低下によってほとんどすべて説明されることになる。
1984年に増加した失業を部門別に配分する際〔2-16表〕に， 「共同雇用（基金）」で
採用されていた労働者の取扱基準の変化にもとづく統計上の問題に修正を加えることがで
きないために，分析は著しく難しくなる。なぜなら，そうした（失業の）調整値が一一雇
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2-10図雇用の推移
単位：千人
就業者〔a〕 民間部l"Jの就業者
40 40 
総数
20 20 20 20 
゜ ゜゜ ゜- 20 - 20 - 20 - 20 - 40 - 40 - 40 - 40 
- 60 -60-60 - 60 
- 80 - 80 - 80 - 80 
-100 
20 
01 1,,,,..- -ーベ u 20 
? ? ? ?― ― ― ?
1981 1982 1983 
出所〕 INE. 
一4四半期（一年）の移動平均
---—季節調整値の時系列
a〕FECの雇用効果釘疹正済み゜
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2-15表労働力率の推移
単位：彩
I 1980 I 1981 I 1982 1983 I . 1984
第w四半期第W四半期第W四半期第W四半期第w四半期
全 体 48.5 48.3 48.3 48.2 47.'7 
男 性 71. 7 71.4 70.7 70.0 69.3 
16歳~19歳 52.1 50.5 40.2 46.7 46.0 
20歳~24歳 62.7 64.7 65.8 65.3 66.6 
25歳~54歳 94.7 94.7 94.3 94.3 94.0 
55歳以上 43.5 42.7 40.9 40.0 38.3 
女 性 27.1 26.9 27.8 28.1 27.'! 
16歳~19歳 39.7 38.4 37.6 35.5 34.3 
20歳~24歳 55.9 56.2 57.0 56.9 56.4 
25歳~54歳 30.6 30.7 32.7 33.8 34.2 
55歳以上 11.3 10.3 10.5 10.5 9.8 
出所〕 INE. 
2-16表失業の推移
単位：千人
絶対数 増 減 〔a〕
198四坪半期第1V 1980 I 1981 I 1982 I 1983 I 1984 
失業者総数 2,869 385 368 247 199 436 
新規求職者 1,118 136 172 136 63 170 
雇用経験者 1,751 249 196 110 136 266 
農 業 211 26 ゜ ゜ 10 89 工 業 501 63 92 44 21 69 
建設業 437 59 31 12 29 44 
サービス業 602 101 73 54 76 64 
出所〕 !NE. 
a〕数値は，各年の第1V四半期のものである。
用について行われたのと同じ形で一ー1984年第I四半期に部門別に配分できるとしても，
こうした配分（状態）がその他の四半期においても持続されたものと想定することは出来
ないからである。実際，以前にたとえば建設業で働いていた「共同雇用」労働者は，問題
の第I四半期にはこの建設部門の失業者として現れるであろうが， しかしその後の諸調査
においてもそうした規定を受けつづけ，農業失業者としては現れない，という保証はど
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こにもないのである。 1984年に建設業の失業に生じた（相対的な）減少と，その年に農業
で記録された同じような失業の増加は，こうした主張を裏打ちしているように思える。
現実の高水準の失業から派生しうる社会的不安は，失業の内部構造によって緩和されて
いる。第一に，失業の影響力は若年層と壮年層とで非常に異なっている。実際， 24歳以下
の人々は，総失業の半分〔142万5000人〕を占めており，その失業率はこの年齢層に属す
る（就学や兵役中の者を除く）労働力人口の49%に達している。かくして， 24歳以下の人
々のうち4人に 1人しか雇用されておらず，ここからも若年層を襲っている経済危機の深
刻さが理解できるであろう。逆に， 25歳から54歳までの人々で総失業の 43%〔124万人〕
が占められているにすぎず，その失業率も一一経済全体の平均 (21.7%)をかなり下回る
ー 15%にとどまった。この年齢層はまた，以前に就労しておった失業者の大部分を含ん
でおり， したがって失業保険による保護をもっとも享受しているはずである。 55歳以上の
失業者は総失業の7%〔20万5000人〕を占めており，その失業率はさらに低いもの〔10形〕
である。
第二に，上記のことがらと関連しているが，失業はまた家庭内の各構成メンバーにたい
して異なった影響力を発揮している。 1984年第Il四半期＿目下，データが入手できる最
新の時期である—―ーに調査対象になった家庭のうちで，世帯主〔EPAの用語では，主た
る家計支持者 personasprincipales〕が失業していたのは 7%にすぎなかった。これら
の人々は，失業者全体の27%〔73万2000人〕に相当し，またそのほとんどが以前の職を失
った人々なのである。それゆえ，このグループの大半は一一扶養家族持ちの人々に与えら
れる補完的給付も存在する以上一ー（失業保険の）他にも保護を受けているに相違ない。
失業者の60%は，これらの家計支持者の子息で構成され〔161万4000人〕，残り (10数96)
は配偶者と他の家族構成員から成っていた。
最後に，若い世代がこれまで生産フ゜ロセスに容易に参加できなかったために，スペイン
経済の将来における成長の可能性は，おそらくマイナスの影器を受けるであろう点につい
ても指摘しておこう。
3.2 労働市場と雇用調整
1984年の末に〔つまり，雇用契約の例外的な形態（を認める際）の条件にかんしてある種
の不安が生じた一ーそれゆえ，ある程度その年の雇用は下向きに推移したに違いない一一
時期の後に〕， 「経済・社会協定」で確立された論点に依拠しながら， 雇用契約の在り方
について一連の改革が承認されたが，それは雇用調整にかなりの伸縮性をもたらしたもの
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と思われる。
一方では「労働法」の改正をつうじて，これまでは新企業・新生産ライン・新製品を樹
立したリ新しい経済活動を発足させる場合に認められていた「短期契約」の適用範囲が拡
大され，また既存の「パートタイム契約」にかんする制約のうちのいくつかが廃止された。
他方では「雇用促進計画」で確立された特別条件を援用して，雇用契約の可能性が拡大
された。雇用促進の手段としての短期契約は， 3年間の契約（継続）期間を付与され，また
これまでは当該事業所の定常的な人員数に応じて決まっていたその限度枠も廃止された。
見習契約と養成契約に最も重要な修正が導入されたが，それは若年層が一一生産活動に参
加するのを容易にし，また労働力人口のなかの若年層に見られる高い失業率を引き下げる
という目的に沿って一ーこれらの契約で採用される可能性をかなり拡げたのである。こう
した契約の継続期間も 3年間まで延長され， 16歳から20歳の若年層の契約に適用できるこ
とになっている。さらに，これらの契約は，企業に社会保障負担を免除するという重要な
特典を与えている。 45歳以上の失業者との無限定（通常）の雇用契約を奨励する雇用促進
計画も樹立され，また補充（交替要員）契約が創設されたが，これは部分的な退職の繰り
上げを可能にすると同時に追加的なパートタイム契約の創出をも可能にするであろう。
こうした伸縮化をもたらす諸措置は， 18歳未満の労働者にたいする差別的な職種別最低
賃金一一それは，このクラスの働き手の労働コストの削減を含意する一一の設定によって
強化された。
これらの一連の所作は，重要でかつ積極的なものであったが，労働市場の制度的な硬直
性の核心ー一それは疑いなく，当該労働者に高い補償金を支払わないかぎり解消できず，
かつ時間的には無限定の慣習的雇用契約の形態が， 高度に固定されている点に存在する
—に触れるものではない。
更新不可能な短期契約にもづぱらその基礎をおいている伸縮化の方法は，一時的な労働
の必要性を満たしたり，ある種の生産活動（の開始）にともなう初期リスクの削減に役立
ったにすぎない。実際に有効な生産活動であって，しかもその労働の必要性があらかじめ
・（上記の契約による） 3年以下という時間的制約内に収まるようなものを想像するのは難
しい。企業の雇用決定の主要な部分は， どうしても通常の雇用形態からもたらされる労働
コストに基づかざるを得ないのである。
例外的な契約形態の制約が少なければ少ないほど，固定的な雇用に伴う高い調整コスト
が雇用決定に及ぼす悪影響は明らかに小さくなるので，こうした雇用契約のあり方がより
伸縮的なものになることは望ましい。しかしながら スヘイン経済の深刻な雇用問題を院
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みながら労働市場を伸縮化する一般的な方向は，雇用契約の支配的な形態の硬直性ー一つ
まり無限定の契約の固定性ーーに正面から働き掛けることでなければならないであろう。
この点で根本的なことは，通常の雇用契約の法律的な継続期間の長さではなくむしろ固
定（常雇い）の状態を確保している労働者を解雇する際のコストの高さなのである。解雇
のコストを大幅に緩和できて初めて，労働関係における固定性の程度を，したがってまた
企業家がその一単に一時的ではないー一雇用決定において考慮に入れる現実の労働コス
トを，低くすることができるのである。
他方，労働市場を伸縮化する諸措置は「雇用基本法」の修正を伴った。この修正の目的
は，失業者保護制度の適用範囲（カバー）を高めて，現在放置されている失業者集団にた
いして特に補完的あるいは補助的給付をつうじて保護を拡大するという点にある。かくし
て，一定量の給付をより適切に再分配し，より不安定な状態にある失業者にたいして保護
期間を延長する措置がとられた。また1984年に，この数年らい記録されてきた失業保険の
適用（カバー）率低下の傾向を変える試みがなされた。かくて， 1984年12月の純適用率—
工業・建設業・サービス業で記録された失業者のうち，失業給付を受けているすべての人
達〔ただし農業労働者を除く〕の比率として定義される-は， 前年同月の 39.7彩から
45.9彩に高まったのである。
4. 物価，生産コスト，所得
1984年をつうじて最終価格の指標に意義深い（上昇率の累積的な）鈍化が記録された。
それは，平均（物価）上昇率にはそれほど強く反映されなかったけれども，この数年来ス
ペイン経済のインフレ率に見られた低下への根強い抵抗との重要な訣別を意味している。
近隣諸国とのインフレ格差を縮小させただけでなくインフレ期待も低下させたこの重要な
変化は，その年に生産コストが一一主として政府の賃金政策における方向付け（ガイド・
ライン）と輸入価格の鈍化に支援されて一ー好ましい推移をたどったうえに内需が衰退し
た結果，もたらされたものに他ならない。最終価格の動きに先立って生産コスト（の上昇
圧力）が緩和したが，それは企業の営業マージンの改善につながった。そして，このこと
は，賃金労働者の雇用が不利な推移を示したこと・農業部門で所得が増加したこと・非農
業部門で賃金労働者から自営業者へのシフトが生じたこと一後者の収入は営業余剰とし
て勘定される一ーと相まって，所得分配に重要な変化を引き起こした。
他の最終物価指標と同様に，消費者物価指数も1984年に大幅な鈍化を記録した。 1983年
12月から 1984年12月までの累積的な上昇率は一―—前年に記録された12.2彩にたいして一―-
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9.0%にとどまった。しかしながら， 1983年末の数力月間に上昇率が高まったが故に84年
初めの数力月間にもインフレ率が昂進したので，上昇率の低下を年平均でみれば―1983
年の12.2彩から1984年の1.3彩へと—より緩やかになった。
総合指数の鈍化傾向は，その年全体をつうじて維持されたために，半期ベースの変化率
は〔年率に直して〕上半期の 1.8彩から下半期には 10.0彩へ低下した。 1984年末になっ
て，食料品の項目と非食料品の項目が総合指数の累積的上昇に及ぼす影響力には，大きな
差がなくなった。食料品の累積的上昇率が9.3彩になったのに対して，非食料品のそれは
8.9彩になったのである。 しかしながら， こうしたプロセスは1984年をとおして一様に生
じたのではない。食料品は， 1984年中頃に総合指数の鈍化にかなりブレーキをかけたもの
の年末の数力月にはより際立った（上昇率の）緩和をもたらした。逆に非食料品は，上半
期にインフレ率を低下させるうえで決定的な役割を演じたが，下半期には鈍化のリス：ムを
弱める兆しを見せたのである。
最後に，①消費者物価指数CPIのなかのサービスの項目は一エネルギーの場合を除
2-17表消費者物価指数の推移〔a〕
1982 
1983 
1984 
1983 
第I四半期
第I四半期
第m四半期
第IV四半期
1984 
第I四半期
第I四半期
第m四半期
第IV四半期
出所〕 INE. 
総合指数
〔100%〕
I 14.4 
12.2 
11. 3 
13.2 
10.7 
9.2 
17.1 
1. 4 
7.7 
12.1 
8.2 
食料
飲料
たばこ
非食料品
全体エネルギー非エネルギー工業製品
変化率
サービス
〔40.52彩〕〔59.48彩〕〔5.32彩〕〔25.96%〕〔28.20彩〕
15.0 
10.7 
12.6 
11. 3 
11.2 
4.2 
22.2 
14.6 
7.2 
16.9 
3.9 
14.1 
13.0 
10.6 
14.2 
10.4 
12.0 
14.4 
9.6 
8.0 
9.5 
10.6 
10.6 
16.2 
10.5 
49.8 
0.2 
13.7 
24.9 
11. 0 
0.1 
13.1 
12.7 
10. 7 
11. 8 
13.2 
13.2 
11.2 
9.9 
7.5 
12.3 
11. 5 
15.7 
12.6 
10.5 
13.4 
9.2 
13.3 
15.4 
9.6 
6.7 
8.8 
10.2 
a〕各四半期ごとの変化率は，前年同期比で計算され，年率に直して表示されてい
る。データは季節調整済み。
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けばーー最もインフレ圧力の小さい動きを示し，その累積的上昇率も1983年の12.9形から
1984年には8.6%になり，また③1984年に非エネルギー関連〔工業〕製品は全体として，
数年らい示されてきた（価格上昇）鈍化への抵抗を取りやめ，その累積的上昇率も1983年の
12.0彩から1984年には10.3彩へ低下した，という点を特筆しておかねばならない。
1984年末に，スペインと OECD諸国とのインフレ格差はすでに縮小していたが，この
ことは~ それによって打破された点に思い至る
ならば—意味深いことであろう。 OECD とのインフレ格差は， その年の消費者物価指
数の累積（複利）的な上昇率で計ると 4ボイント以上縮小し，年平均（単利）上昇率でも
ほぼ1ボイント縮小したのである。
CPIのなかの工業製品の動向に見られた改善は，そのかなりの部分が工業製品価格指
数の推移を反映したものである。＇実際，この指数は 1984年をつうじて目覚ましい鈍化を記
録した。というのも，同年1月から12月までの上昇率はたった8.6彩であったのに， 前年
には年間をつうじて14.1彩も上昇していたからである。こうした鈍化にたいしてそれを構
成するあらゆる要素ー一消費財•投資財・中間財の工業製品価格ーーが寄与したが，なか
でもより強く貢献したのは投資財と中間財であった。しかしながら，この場合も1984年末
2-18表 スペインと先進諸国における物価の推移〔a〕
変化率
1981 1982 ・I 1983 1984 
消費者物価指数
スペイン 14.6 14.4 12.2 1. 3 
OECD 10.5 7.8 5.3 5.3 
食料品価格指数
スペイン 13.6 15.0 10. 7 12.6 
OECD 9.3 7.0 4.4 5.4 
工業製品価格指数
スペイン 15.7 12.4 14.0 12.2 
OECD 8.8 5.8 3.8 5. 7 
GDPデフレーター
スペイン 13.8 13.4 12.1 1. 5 
OECD 9.0 7.1 5.2 4.6 
出所〕 INE, BEと OECD.
a〕スペインの物価のデータはペセタで表示され， OECDのそれはウェート付けさ
れた各国の通貨全体で表示されている。
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になって，そうしたプロセスを中断させるいくつかの徴侯が現れたために，そのプロセス
の（今後の）時間的な持続性については若干の疑問が提起されている。
建設部門における最終価格の推移を示しうる指標として，建設コスト指数を採りあげる
と，その最終価格の上昇率は1984年にわずかな低下を記録したに相違ない。建設コスト指
数は， 1983年の12.3%増から (1984年は）平均で1.9彩増にとどまったからである。
他方，農業部門における最終価格の推移を示す指標としての農村物価〔農家受取〕指数
は，各種の最終価格指数の上昇率が全般的に低下するなかにあって唯一の例外であった。
この指数の1984年における平均上昇率は， 1983年よりもわずかに高かったのである。その
原因の一部は， 1983年末に見られたこうした物価の急騰に求められ，また一部は， 1984年
中頃にぶり返したインフレ圧力に求められる。
いずれにしても，この数年来その上昇率に強い変動を経験してきた農産物価格は， 1984
年にインフレ（圧力）の低下に抵抗する要因として作用し，また他の経済部門へ上昇圧力
を拡散させたという点で特筆されねばならない。こうした観点から，次の事実は注目に値
するであろう。すなわち，農村物価〔農家受取〕指数のうちで調整（統制）された農産物
の価格は1984年に平均12.2彩上昇したのに対して，調整されない（自由な）農産物の価
格は8.1%上昇したにすぎないのである。
いろいろな最終物価指数の推移は，国内需要デフレーターの年変化率の低下ーー1983年
の12.5%から1984年の10.7彩へ＿に集約された。同様に，輸出デフレーターは， 1984年
に国内需要デフレーターよりも高い率 (12.5彩）で上昇しつづけたにもかかわらず，最終
需要デフレーターの上昇率を一ー1983年の13.6彩から1984年の推定11.1彩へ，わずかなが
らより大きく一一鈍化させるのに寄与したのである。
しかしながら各種の需要デフレーターの鈍化は，要素費用で計ったGDPデフレーター
に見られた動きとは対照的であった。後者は1984年に，前年の11.5%とほぼ同じ11.1彩の
上昇率を記録したのである。こうした動向は，一方では各種の需要デフレーターを鈍化さ
せるうえで輸入された財・サービス価格が演じた重要な役割と，他方では本源的生産要素
の平均コストの推移における膠着状態を反映していたが，そうした状態を考察するには，
生産コストや所得の創出と分配の側から価格形成過程をより綿密に分析しなければならな
い。
1984年における賃金決定の過程は，賃金抑制政策の枠内で遂行されたが，この政策の狙
いは，提起された諸目標と労働コストの推移との間に年々生じてきた乖離を修正する点に
あった。そのため，経済政策の他の諸目標と矛盾する労働コストの上昇が賃金の地滑り
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2ー 19表工業製品価格指数と農村物価指数の変化率〔a〕
工業製品価格指数 農村物価
総合指数！中間財 I消費財Iプラント 浅取）指数
1982 12.4 12.4 12.4 12.!7 15.9 
1983 14.0 15.0 12.9 13.1 9.2 
1984 12.2 13.4 1. 2 10.1 9.7 
1983 
第I四半期 19.0 22.0 13.9 17.4 0.1 
第JI四半期 11.1 9.5 13.4 11.8 -1.6 
第皿四半期 12.3 12.2 13.0 10.5 13.6 
第w四半期 18.2 25.8 10. 9 11.8 30.9 
1984 
第I四半期 13.0 13.6 1. 3 11.1 12.8 
第I四半期 10.3 10.0 12.2 7.8 -2.6 
第皿四半期 7.9 6.8 9.4 8.6 17.5 
第IV四半期 7.9 9.0 6.9 9.3 2.6 
出所〕 INEと Ministerio de Agricultura. 
a〕各四半期ごとの変化率は，前年同期比で計算され，年率に直して表示されている。
民間消費
公共消費
総資本形成
国内需要
財・サービス輸出
財・サービス輸入
GDP 〔市場価格表示〕
GDP 〔要素費用表示〕
農漁業
工 業
建設業
サービス業
〔参考〕
最終需要
出所〕 CNEとBE.
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2-20表各種のデフレーター
変化率
1981 1982 1983 1984 
15.0 14.2 12.3 1. 0 
13.4 12.5 12.1 9.3 
16.8 1. 7 ・13. 6 10.8 
15. 3 13. 6 12.5 10. 7 
19.7 13.0 19.0 12.5 
26.2 13.3 21. 0 9.2 
13. 8 13.4 12.1 11.4 
13. 6 13. 3 11.5 11.1 
8.3 15.1 6.3 10. 0 
13.5 11.8 11.0 11.1 
12.7 10.8 12.1 11.4 
13.7 13.9 12.3 1. 3 
15.? 13. 4 13.6 11.1 
スペイン経済： 1984年――ースペイン銀行「年次報告Jより――-(楠） 635 
（的上昇）によってもたらされることのないように，賃金の上昇に規準（ガイド・ライン）
が設定され，賃金総額（税込み）の伸びも 6.596に抑えられたのである。
賃金抑制政策の規定がたいへん厳密であったために，使用者側と組合との中央（国民）
協定の締結は難しくなった。かくて，この数年来で初めて賃金抑制政策は，団体交渉にお
いて適用されるべき協定枠がないまま，労働需要が極端に弱い状態のもとで展開されたの
である。
各種の賃金指標をみれば，設定されたガイド・ラインからのある程度の逸脱があったに
• もかかわらず，この数年来で最も強力な賃金調整が行ゎれたことが分かる。 1984年の間に
結ばれた労働協約で合意をみた賃上げは， 7.6%の平均水準に達したが，これは前年にお
ける1.4彩の上昇に比べて4ボイント近い鈍化に相当する。「賃金調査」の推計による給
与額は，給与表に記録されたのとほぼ同じ程度の鈍化を示している。一人当たり平均月給
は，ーー1983年の13.7%増から1984年には10.1彩増ヘー一その平均上昇率を低下させた。
また時間当たり平均給与も，1983年の15.2彩から84年の12.696へその上昇率を鈍化させた。
建設業での賃金コストに関する〔SEOPANによる〕指標から， 2.5ボイント前後の鈍化
が読み取れるデータが手元に存在する。最後に，前年に非常に緩やかな伸び率を記録した
農業での日当は，この (1984)年には（あまり）著しい鈍化を見せなかった。
これらの指標全体から，スペイン経済の全民間部門における雇用者一人当たりの労働コ
ストは平均して10%上昇したものと推定されるが，そこには民間の使用者が負担する社会
保障費の一一雇用者一人当たりの平均で推定10.6%に達する一ー増加も含まれている。公
共部門における公務員の俸給は（全体として） 12.2彩上昇したものと推定されるが，これ
は一ー政府部門における雇用の増加を掛酌すれば一ー一人当たり平均労働コストが8.9%
上昇したことを意味している。このことは，賃金の地滑り（的上昇）と，若干の公務員の労働
協約における賃金の改善や等級の改訂が，この公共部門で1984年に頻発したことを反映し
ている。ともあれ，その結果，経済全体にとって雇用者一人当たり平均労働コストは，83年
の13.5彩増にたいして推定10.7彩増におさまり，しかもこの数年来で初めてGDPデフレ
ーターの上昇率を下回ったために， 1984年に国民経済全体の平均実質労働コストは1彩
低下した。雇用者一人当たり純（手取り）賃金については，平均9.6%の上昇が記録された
が，消費デフレーターの平均上昇率を掛酌すると，一人当たり純実質賃金は 1.396低下し
たことになる。こうした現象は，疑いなく，名目賃金の推移と消費者物価指数とのギャッ
プがより際立っていた1984年前半のほうが強く，逆に，同年後半の純実質賃金の推移は，
消費財のインフレが徐々に鎮静化した結果，それほど制約的（下向き）ではなくなった。
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1984年末の「経済・社会協定」の調印によって，その年をつうじて遂行された労働コス
トの調整は継続されることになった。この協定で1985年と86年の労働協約における賃上げ
幅が設定されたので，労働コストの動きを一ーすでに遂行された調整を保持しつつ一一緩
和させるのに長い時間的余裕が確保されたうえに，賃金の購買力（実質賃金）はひきつづき
より有利に進展していった。というのも， 1984年の力強い調整のかなりの部分は，物価の
鈍化が名目賃金の鈍化に（単に）遅れをとった（一時的な）状況に起因していたからである。
前年に比べてかなり上向いた労働の〔見掛けの〕平均生産性の動向は，労働コストの推
移が抑制されるのに力を貸した。国民経済全体として，労働の平均生産性の上昇は， 1983
年の3.1%にたいして1984年には4.2%と推定された。こうした加速化は，就業者数の水準
の一層強い低下によってもたらされたのである。総就業者数は，「労働力調査」によれば，
1984年に1.9飴減ったが，前年の減少は0.9形であった。
これらすべての結果として，単位労働コストはこの数年来で最も強い鈍化を示し，それ
の最近の推移を特徴づけた（単位コスト）低下への強い抵抗に終止符が打たれた。かく
て，国民経済全体としての生産物単位当たり平均労働コストは， 1982年の10.8%増や83年
2-21表賃金上昇率の指標〔a〕
1時平間均当給た与り 一平人均当月た給り 協定賃金 農日業での当 建賃設金業コでスのト
1981 19. 0 15.4 13.2 11. 9 15.1 
1982 15.4 14.0 1. 9 9.3 13.4 
1983 15.2 13.7 1. 6 9.0 12.3 
1984 12.6 10.1 7.7 8.8 . 10.5 
1983 
第 I四半期 11. 9 11.1 11. 5 6.7 12.8 
第I四半期 13.0 13.6 11. 6 6.8 12.3 
第I四半期 19.4 15.8 10. 9 10.5 11. 6 
第w四半期 16.5 14.6 11. 5 11. 8 11. 5 
1984 
第 I四半期 14.1 14.3 8.3 11. 7 12.1 
第I四半期 14.2 10.2 7.8 11. 2 10.3 
第I四半期 11. 8 8.1 7.4 7.0 10. 0 
第IV四半期 10. 5 8.2 7.8 5.8 9.8 
出所〕 INE, Ministerio de Trabajo y Seguridad Social, Ministerio de Agri-
culturaと SEOPAN
a〕各四半期ごとの変化率は，前年同期にたいして算定されている。
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の10.1%増から1984年には5.7形増へ低下したのである。こうした力強い鈍化は，いろい
ろな個別部門においてもその程度はよく似ていた。民間非農業部門では，生産物単位当た
り労働コストの平均上昇率は1983年の9.9%から1984年には5.7%になった。同様に，工業
部門では7.1形から4.7彩になり，最後に民間サービス業においても 11.1%から 6.496に下
がったのである。
1984年の単位労働コストのこうした好ましい推移は，決定的にインフレ（率）の引下げ
に寄与しただけでなく，一国の生産要素間の所得分配の推移にも強い影響力を発揮した。
そうしたコストの動向は，いろいろな意味あいをもつ諸現象の結果なのである。つまり，
一方では一人当たり名目労働コスト（上昇率）が緩和したために，この数年来で初めて単
2-22表単位労働コストの推移
変化率
1981 1982 1983 1984 
経済全体 12.4 10.8 10.1 5.7 
一人当たり労働コスト 15.8 13.5 13.5 10.1 
一人当たり純賃金 15.5 '13.9 12.4 9.6 
一人当たり社会保障費 16.8 12.3 17.1 1. 6 
生産性 3.0 2.4 3.1 4.2 
実質GDP〔要素費用表示〕 -0.2 1.2 2.2 2.2 
就業者数 -3.1 -1.2 -0.9 -1.9 
非農業部門〔政府部門を除く〕 11.4 11. D 9.9 5. 7 
一人当たり労働コスト 15.2 13.7 14.0 9.5 
生産性 3.4 2.4 3.7 3.6 
実質GDP〔要素費用表示〕 0.3 0.8 2.0 1.4 
就業者数 -3.0 -1.6 -1.6 -2.1 
工 業 10.6 7.8 7. 1 4. 7 
一人当たり労働コスト 15.4 13.5 13.0 9.6 
生産性 4.3 5.3 5.5 4.7 
実質GDP〔要素費用表示〕 -0.3 -0.6 3.0 2.0 
就業者数 -4.4 -5.6 -2.4 -2.6 
民間（個人）サービス 12. 9 15. 4 11.1 6. 4 
一人当たり労働コスト 14.8 16.0 14.0 9.8 
生産性 1. 7 0.5 2.6 3.2 
実質GDP〔要素費用表示〕 1.0 1.8 1.8 2.0 
就業者数 -0.7 1. 3 -0.8 -1.2 
出所〕 !NEとBE.
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位労働コストにとって重要な意味をもつ鈍化が生じた。他方では，労働の〔見掛けの〕平
均生産性の向上がそうした鈍化に一ー数年前から引き続きー一貢献したのであるが，この
鈍化はまた， 1984年における激しい雇用の消滅過程と生産性の力強い向上を一ーそれぞれ
の程度に応じて＿反映している。そしてこの生産性の向上は，高い労働／産出高比率を
もつ企業の倒産，既存の企業の合理化，それに技術面で強い活力を有する諸部門のウェー
トの高まりによってもたらされたものと思われる。
輸入製品のペセタ建て価格の推移もまた，平均生産コストを緩和させるのに重要な役割
を果たした。 1984年にペセタの為替レートの安定性がとりわけヨーロッパ諸国通貨にたい
して増大しただけでなく，輸入製品のドル建て価格も有利に推移したために，これら輸入
財のペセタ建て価格は一1983年の21形から1984年には推定9.296ヘーーその平均上昇率
を著しく鈍化させた。その結果，生産コストを構成するこの項目（輸入財）の上昇圧力は，
1984年にかなり低下したのである。
生産単位当たり労働コストと輸入製品のペセタ建て価格とに見られた鈍化は，価格形成
において間接税の圧力が果たす役割の相対的な強化と，農産物価格の高い（上昇）圧力と
によって部分的に相殺された。それにもかかわらず，意味深い平均生産コストの鈍化が，
純効果として残された。 1984年に国民経済全体の平均コストの指標は，年平均変化率で3
ボイント強の低下を記録したのである。
平均生産コストの指原の鈍化は，各種の最終価格指数や国内術要デフレーターに見られ
た鈍化よりもかなり著しかった。それにある程度関与したと思われるのは，外国需要であ
る。この外国需要は，輸出デフレーターの強い上昇をもたらしたが，同時にまた国内市場
向け製品価格の動向にも反映されたであろう。しかしながら，生産コスト指標の動きと最
終価格指数の動きとの差異は，なによりも，生産単位当たり営業マージンの重要な回復過
程を表明しており，それの重要性と意義については，所得創出の分析をつうじてより良く
理解されるであろう。
1984年の国民経済全体における雇用者（賃金労働者）の報酬の推移は，一人当たり名目
労働コストが相対的に強く調整（抑制）されたことや，同年の賃金労働者の雇用が不利な
推移をたどったことから影響をうけている。この両要因によって全雇用者の報酬の年間成
長率は一ー1983年の11.8形から 1984年には推定で7.0形ヘー~大幅に鈍化したのである。
1984年のこうした雇用者の報酬の推移から-GDPの名目的成長と，間接税マイナス
補助金の動向や固定資本倍却の動向をも据酌すれば一ー純営業余剰はその年に23形前後上
昇したものと推定される。これら全体の結果として，純国民所得〔要素費用表示〕に占め
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る雇用者の報酬のウェートは， 1983年の62.5%から1984年には59.3彩へ低下したのに対し
て，純営業余剰のそれは1983年の37.4彩から1984年には40.7~ るへ高まった。こうした事実
に影響を与えた要因としては，前に指摘したように，農業部門での所得の増加と（一部の）
雇用者の自営業主への移行が挙げられる。
こうした機能的所得分配の変化は，スペイン経済の最近の推移において支配的な傾向が
長期化していることを意味している。だが，この数年来の事態とは—その（分配）プロ
セスの相対的な強さの面でも，プロセスそのものの説明要因の面でも一一異なる重要な特
徴も存在する。
一方で， 1983年までは一一雇用者一人当たりの名目労働コストがGDPデフレーターよ
りも激しく上昇し続けたために一，主として雇用者（賃金労働者）の雇用水準の低下を
つうじて，国民所得における雇用者の報酬のウェートが減少し，また純営業余剰のウェー
トは回復してきた。しかしながら， 1984年のこうしたプロセスは，雇用者一人当たり平均
労働コストの効果的な抑制と，賃金労働者の雇用の推移における下降傾向の長期化―こ
れは，そうしたプロセスの強さを一層高めるのに貢献した-―ーが，この数年来で初めて同
時に生じた結果として，もたらされたのである。
他方で， 1984年における収穫量の推移と農家受取価格の相対的上昇傾向とによって有利
化した農業所得が好ましい推移をたどったために，また，非農業部門に就労している非雇
用者（自営業主など） 〔その大部分は賃金労働者からの転身組で構成されるJの増加傾向
が持続したために，国民所得にしめる純営業余剰のウェートは大いに回復を助けられた。
いずれにしろ， 1984年に記録された純営業余剰の伸びは，企業の総収益における意義の
ある改善をも反映しているが，そうした改善は，平均生産コストの上昇率の鈍化によって
もたらされた。というのも，この鈍化は，最終価格に見られた鈍化を強さの面で上回り，
時間的にも先行したからである。
1984年の生産単位当たり営業余剰の回復は，この数年来の傾向を継承しながらも，輸出
部門でとくに強かったに違いない。一方で，その年の輸出デフレーターの平均上昇率は，
すでに述べたように，国内需要デフレーターの上昇率を上回ったし，他方で，輸出部門は，
平均を上回る生産性の向上から利益を引き出した。かくて1984年に，強い外国需要のお蔭
で—ペセタの為替レートの数年来の推移をつうじて向上してきた競争力が，若干失われ
たにもかかわらずー一輸出関連企業の営業マージンは大幅に回復されたのである。
これらの数値から分かるように，国民経済全体にとって生産単位当たり営業余剰が回復
したために，要素費用で表示されたGDPデフレーターの鈍化は1984年に非常にわずかな
177 
640 闊西大學「継清論集」第39巻第3号 (1989年9月）
2-23表国民純所得＊の構造
形
1981、・ 1982 1983 1984 
雇用者の報酬 64.2 63.4 62.5 59.3 
純賃金・俸給 48.4 47.9 46.8 44.2 
社会保障費 15.7 15.5 15.7 15.1 
純営業余剰 35.8 36.6 37.4 40. 7 
出所〕 CNEとBE.
＊）要素費用表示。
ものになった。かくして，それは国内インフレ（状態）を膠着させうる要因として作用し
たのである。しかしながら， 1984年末の数力月間に（やっと）最終価格の鈍化傾向が強固
になったが，これは最終価格が生産コストの推移に反応したことを示している。かくて，
生産コストの推移における現在の傾向を将来にわたって維持できれば，インフレ率の引き
下げ過程を継続するうえでかなり強固な基礎が提供されることになろう。
5. 公共部門
1984年の財政政策は，増大する公共赤字の趨勢になんとか歯止めを掛けることを優先目
標にして編成された。この政策の最終的な狙いは，民間投資のために利用できる貯蓄を自
由にする（確保する）ことと，この民間投資の回復を実質利子率の引き下げをつうじて刺
激すること，それに「予算」面で金利負担が自己増殖するのを克服することにあった。こ
うした最終目標のもとに，公共支出の重要な諸項目にたいへん厳しい枠が課せられ，公共
部門の所得再分配活動にも変化が見られ，とりわけー一賃金のガイド・ラインを補完し，
また労働コストの相対的な低廉化をつうじて雇用の創出を容易にするために一―ー社会保障
費の企業負担部分にかんするあらたな引き下げが承認された。
1983年に政府部門の赤字増大が緩和された後をうけて， 1984年の結果は，数年来つづい
た赤字傾向に確かな変化を生じさせたという点で明るいものであった。 1982年の5362億
ペセタの赤字増にたいして， その後の赤字増は低下傾向を示し， 1983年に 1534億， 1984 
年には (1兆2383億ー 1兆2129億==)254億になった。この1984年に達成された 1兆2383
億ペセタという赤字額の数値は，長年らい初めてのGDPにたいする赤字比率の低下を含
意しており，その比率は， 1983年の 5.3 9,るから 1984年には当初の目標を十二分に達成す
る4.8形へ低下したのである〔2-24表をみよ〕。
しかしながら，赤字の増大傾向に完全な終止符が打たれたものと考えるのは，重大な思
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2-24表政府部門の歳出と歳入〔金融勘定を除く〕
単位： 10億ペセタ 増加率形 対GDP比飴
1982 I 1983 I 1984 1982 1983 11984 19821198*984 
1. 総収入 6,261.4 7,453.0 8,482.4 15.5/ 19.0 13.8 31. 5 32. 7 32.1 
1.a. 経常収入 6,12U 7,292.1 8,301.1 15. 5 19. 1 13.8 30.8 32.0 32.0 
所得税・資産税 1,335.8 1. 742. 3 2,042.7 7.9 30.4 17.2 6.7 7.6 7.9 
生産税・輸入税 1,509.0 1,897.4 2,249.4 23.3 25.7 18.6 7.6 8.3 8.7 
社会保障費 2,609.6 3,017.4 3,300.2 14.1 15.6 9.4 13.1 13.2 12.7 
その他の経常収入 666.3 635.0 708.6 21. 0 -4.7 1. 6 3.4 2.8 2. 7 
1. b. 資本課税 3U 44.8 48. 1 2. 4 18.8 7.4 0.2 0.2 0.2 
1. c. 資本移転 5.0 6.0 ?.O 4.2 20.0 16.? 
1. d. 調整：固本償定資却
98.0 110.1 126.2 1?. 8 12.3 14. 6 0.5 0.5 0.5 
2. 総支出 ~.320.9 8,665.9 9,720.7 23. 1 18.4 12. 2 36.8 38.0 37.5 
2.a. 経常支出 6,306.0 ?,503.2 8,602.? 20.2 19.0 14.1131.1 32.9 33.2 
公共消費 2,389.9 2,807.3 3,164.5 18.7 17.5 12.7 12.0 12.3 12.2 
公務員の報酬 1,867.5 2,180.4 2,446.8 14. 9 16.8 12.2 9.4 9.6 9.4 
財・純サービス
の購入 424.4 516.8 591.5 39.3 21.8 14.5 2. 1 2.3 2.3 
固定資本減耗 98.0 110.1 126.2 17.8 12.3 14.6 0.5 0.5 0.5 
移転支払 3,916.1 4,695.9 5,438.2 21.1 19,9 15.8 19.7 20.6 21. 0 
社会保障給付 2,974.2 3,431.1 3,858.2 16.4 15.4 12.4 15.0 15.1 14.9 
経営補助金 457.0 603.4 719. 8 55.2 32.0 19.3 2.3 2.6 2.8 r、
経常移転支払a 296.1 364.9 373.6 14.9 23.2 2.4 1. 5 1. 6 1. 4 
L.J 
利 払 vヽ 188.8 296.5 486.6 48.0 57.0 64.1 1.0 1.3 1.9 
2. b. 資本支出 1,014. 9 1,162.? 1,118.0 45. 3 
" 
14.6 -3.8 5. 1 5. 1 4.3 
総固定資本形成b 585.6 675.6 551.9 54.8 
LJ 
15.4 -18. 3 2.9 3.0 2.1 
資本移転支払 429.3 487.1 566.1 34.0 13.5 16.2 2.2 2.1 2.2 
3. 赤字〔一〔〕1／-黒2〕字 -1,059.5 -1,212.9 -1, 238. 3 - 5.3 5.3 4.8 
4. 総最終固需定要資本：消形成費＋ 2,975.5 3,482.9 3,716.4 24.4 17. 1 6. 7 15. 0 15.3 14.3 
5. 純貯蓄〔1a-2a〕 -185. 3 -211.1 -301. 6 - 0.9 0.9 1.2 
出所〕 BEの推計による。
a〕国際協力（援助）を含む。
b〕士地の純獲得（購入）を含む。
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い違いであろう。なぜなら， 1983年と84年に達成された成果にたいして一連の情勢が有利
に作用したと同時に，この数年らい政府部門が財政的に均衡するのを掘り崩してきた根深
い原因も依然として大いに存続しているからである。 1983年に，国の一般予算の承認が遅
れたために，その年度の赤字額は小さくなった。 1984年には，予算の執行水準が―とく
に投資支出にかんして著しく~ 赤字の推計値に有利な作用を及ぼし
た。そして，こうした有利な影響のうえに，利子負担を計上する際に依然として存在する
鉱甑（ス｀レ）ー一それは，公共赤宇をファイナンスする機構が変化したことや，政府（部門
の）勘定と金融機関の勘定とであい異なる規準が採用されていることに関連している一
を付け加えねばならない〔注〕。
赤字の評価にまつわるこうした問題に関連して，したがってまた政府部門の負債ボジシ
ョンの悪化に関連して，そのボジションが「国民経済計算」における公共赤字の推移から
推測されるものよりも，ずっとひどい悪化に陥っていることを特筆しておかねばならない。
その原因は，この数年間に，①国が他の公共機関〔国家産業公社INIと地方公共団体〕
の負債のうちのかなりの額とそれに伴う金利負担を肩代わりしたことと，②国が肩代わり
したそれらの負債の決済能力や請求権と，国が負債の代償（担保）として手に入れた資産
の実際の価値との間に明らかな非対照性が存在することに求められる。 1982年以降に肩代
わりされた負債は2193億ペセタにのぽるが， 1984年にはこれ以外に「ルマサ事件」（訳注）
注〕 143ベージの脚注をみよ。
訳注）スペイン経済が高度成長期に入って間もない1961年に， JoseMaria Ruiz Mateos 
によって創設された小さな同族会社RuizMateos, S.A.-略称 RUMASA-―ーは，
高度成長末期の 1982年には， 3500億ペセタ（約32低ドル）の売上高をもっ，持株会
社を中心にした巨大企業グループに成長した。その傘下には，国内に18行，外国に 3
行，合わせて21の銀行と， 32軒のホテル網，全国規模の百貨店，それにぶどう酒製造
に主力をおいた農業部門が含まれている。その直接の従業員は6万人，間接的にも30
万の人々がそこで職を得ている。
その「ルマサ」傘下の推定232事業所に対して， 1983年2月23日に閣議に‘よって
「銀行預金，就業機会，および第三者の権利を確保する目的」で強制収用が宜告され
たのである。これが「ルマサ事件」で，収用の根拠は， 1978年の新憲法第33条の3項
「何人も，公共の利用または社会的利益のための正当な理由により，かつ法律に定め
られたところに従い，相当の補償によるのでなければ，その財産および権利を奪われ
ない」に求められた。（その後1983年5月に国会でも収用を了承）。 ともあれ， 1977 
年9月に外貨の取扱（国外逃避）をめぐって政府の制裁を受け，新聞紙上に登場した
「ルマサ」を，国は 1984年以降「救済」することになったのである。 (Cr6nicade! 
siglo XX, PLAZA & JANES. 1986. 参照）
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を解決するための（赤字）公債の特別発行額4400億ペセタを付け加えねばならず， 1985年
にはさらに約2100低ベセタが上乗せされるであろう。国や他の諸機関の運営上の観点から
これらの事実（数値）が会計処理される際の，常に議論のある基準を敢えて問わないとし
ても，それらの事実による公的負佃の増加は，長期化した赤字のファイナンスの悪影響を
強め，また国の金利負担への影態をつうじて「赤字が赤字を呼ぶ」危険性を高めている。
しかしながら，公共赤字抑制政策を続けてきた当局の熱意は1984年に非常に高まった。
そしてその成果は，（「I・レマサ事件」などで）採択された決定に諸困難が伴った点や，長期
にわたる財政の不均衡過程が膠着状態に陥った一ーその結果は， とりわけ公債の増大する
負担が非常に重くなった点に認められる—点を考慮に入れれば，とくに賞賛に値するも
のであった。かくて， 1984年における政府部門の赤字抑制はとりわけ貴重であった。とい
うのも，それが非金融公共支出の著しい鈍化をつうじて達成されたからであり，その支出
の伸びは， 1983年の18.4%から 1984年には12.2形に一~利払いを除けば10.35lるに一ーなっ
た。この数値は， GDPの名目成長率 (13.6形）を下回っている。そこで，やっと GDP
に占める公共支出の比率は， 1983年の38.0形から1984年に37.45lるに下がり，その絶えざる
上昇（過程）に終止符が打たれたのである。同様に，歳入の伸びも鈍化し，その増加率は
1983年の19.0形から 1984年には 13.8形になったが， その対GDP比は両年とも同じ 32.7
形であった。最後に， 2-11図から，政府部門の赤字に占める利子負担を軽減するのに，
如何ほどの努力が払われたかが読み取れる。 1984年の利子負担は公共赤字のほぼ4096を占
めていたが， （利子負担を除いた）他の非金融取引に相当する部分において公共赤字は，
1984年に 1647億ペセタ減少したのである。
公共赤字の修正は，家計や企業にたいする貸付資金の利用可能性と利子率の水準とに大
きな影響を及ぼした。また，企業の資金フローにたいするその影響は，社会保障費の企業
負担率の引き下げによって強められた。
公共支出の抑制は，政府部門の需要が消費においても投資においても著しく鈍化したた
めに， 1984年にとくに厳しかった。公共消費の名目成長率は， 1983年の17.596から1984年
には12.7%に下がった。実質的な鈍化は，これほど著しくはないが，それでも〔1983年の
4.19, るから〕 1984年は推定3形増へ，けっこう鈍化したのである。支出削減政策は，公共投
資に大きくはね返った。かくて公共投資は， 1983年におけるまずまずの名目成長〔15.4形〕
の後に， 1984年には非常に大幅な（マイナス）18.3形の後退を記録したのであり，これは実
質でみても非常に大きい低下を意味している。こうした結果に影響を与えたのは，すでに
言及した国の低い予算執行水準の他に，基本的には，マイナス投資として会計処理された
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2 -11図政府部門の赤字と支出
赤字
????
にコ赤字一利払い'
［二利払い
単位：10億ペセタ
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「石油専売株式会社」 CAMPSAの資産売却（効果）が挙げられる。しかしながら，こうし
た事実（マイナス投資）を修正しても，なお1984年の公共投資を特徴づけた（景気）刺激不足
は解消されず，その特徴は資本支出全体に広がっている。というのも，資本移転支出を含
むこの項目の伸びは一3.896なのであった。実質で見てみると，政府部門の需要〔消費＋
総固定資本形成〕は， GDPの成長にたいして1984年に―-CAMPSAの資産売却による
（マイナス）の公共投資を修正すれば―-0.2ボイント寄与したものと推定されている。こう
した修正をしなければ，その寄与度はマイナスのほぽ同じ数値(..:.0.2ボイント）になろう。
政府部門の所得再分配活動も同様に，歳入と~ 社会保障
給付の伸びは，家計可処分所得を， 1983年の3.0%にたいして1984年には2.5%しか引き上
げなかった。そうした低下は，しかしながら，社会保障の給付と負担の総合作用による家
計可処分所得の向上を妨げはしなかった。というのも，社会保障負担は1984年に，負担率
に適用された修正ならびに雇用の推移の結果として，この可処分所得の〔1983年の2.7%に
たいして〕 1. 7彩しか徴収しなかったからである。
所得再分配政策は，要するに，社会保障給付のウェートを引き下げ，かつ企業に課せら
れている租税負担の一部を（他の）租税体系に転嫁させることを狙ってきたのである。そ
こで，一方では公共赤字を抑制し，他方で企業利潤の改善と，労働の相対コストの引き下
げー一之れは雇用（創出）を有効に刺激する唯一の方途である＿とに貢献できるような
註広範な政策の枠内に，それらの目標を組み込むことがもくろまれている。
5. 1歳入
1983年から8牡Fの間に見られた政府部門の非金融収入のかなりの鈍化は，前に触れた経
済政策決定と，予算で見積もられた額を下回る税収しかもたらさなかった弱々しい経済活
動や所得の動きとに対応していた。さらに， 1983年にかんしてはいくつかの租税の算定時
期に変化が生じたために税収の伸び率が高まったという事実と，インフレーションの緩和
に伴う一般的な影響を考慮に入れなければならない。こうした理由で，歳入全体としての
鈍化は，社会保障費よりもむしろ税収（の鈍化）に強くかかわっていた。 もっとも， （比
較的鈍化しなかったとはいえ），一社会保障費の伸び（そのもの）は1984年に， 税収の伸び
をかなり下回ったのである〔2-25表をみよ〕。
所得税とは資産税は 17.2形〔1983年は30.4彩〕の増収があり， また生産税と輸入税も
18.6彩〔1983年は25.7%〕増えたのにたいして，社会保障費は9.4彩〔1983年は15.6彩〕
の伸びにとどまった。これらの大項目を細分化すると，それらを構成する各小項目の間には
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2 -25表政府部門の歳入
単位： 10億ペセタ 1 変化率 対GDP比
1983 1984 11983 11984 198311984 
総 額 6,701.8 ?.640.4 22.0 14. 0 29.4 29.3 
租 税 3,684.4 4,340.2 2?. 8 n.s 16. 2 16.? 
所得税・資産税 1,742.3 2,042.7 30.4 17.2 7.6 7.9 
個人所得税 1,206.4 1,477.6 33.6 22.5 5.3 5.5 
労働所得源泉徴収 947.2 1,177.6 28.3 ・24. 3 4.2 4.5 
資本所得源泉徴収 130.5 143.4 21.5 9.9 0.6 〇.5
所得階層別割当税など 128.7 156.6 124.6 21.7 0.6 0.6 
資産税 18. 7 22.5 -5.1 20.3 0.1 0.1 
法人所得税 321. 2 356.9 27.9 11.1 1. 4 1. 4 
資本所得源泉徴収 130.5 143.5 21.5 9.9 0.6 0.6 
所得階層別割当税 190.7 213.5 32.7 12.0 0.8 0.8 
その他 196.0 185.9 20.8 -5.2 0.9 0.7 
生産税・輸入税 1,897.4 2,249.4 25.7 18.6 8.3 8. 7 
生産税 1,484. 7 1,820.5 27.9 22.6 6.5 7.0 
企業取引税 667.9 935.4 28.9 40.1 2.9 3.6 
消費税 610. 8 747.2 22.8 22.3 2:7 2.9 
遊興税 96.6 97.3 47.3 -1.1 0.4 0.4 
資産譲渡税 165.0 163.2 1. 5 15.5 0.7 0.6 
その他 245.3 238.4 49.7 -2.8 1. 1 0.9 
輸出に対する租税減免〔一〕 300.9 361. 0 29.6 20.0 1. 3 1. 4 
輸入税 412. 7 428.9 18.6 3.9 1. 8 1. 6 
資本課税 44.7 48.1 18.6 7.6 0.2 0.2 
社会保障費 3,01?.4 3,300.2 15.6 9.4 13.2 lU 
実効的社会保障費 2,762.6 3,040.2 14.1 10.0 12.1 1. 7 
企業負担額 2,127.6 2,298.1 13.7 8.0 9.3 8.8 
雇用者負担額 469.0 527.0 22.7 12.4 2. 1 2.0 
自営業者負担額 166.0 215.2 22.5 29.6 0.7 0.8 
擬制的社会保障費＊ 254.8 260.0 15.7 2.0 1. 1 1.0 
＊）擬制的社会保障については，「スペイン経済： 1987年」（本誌39巻2号）
221ページの脚注1をみよ。（訳者）
-(見積もられた）予算の伸びがそもそも非常に異なっていたことと，その予想が大き
く外れたことを反映した＿たいへん著しい相違が明らかになるが，この予想外れの点に
ついては，一般予算の〔経済〕枠と当年度決算との差によって部分的に説明される。
所得税のなかでは，個人所得税の伸び〔22.551る〕と法人所得税の伸び〔11.1%〕の違い
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が際立っている。また個人所得税のなかでは，労働所得にたいする源泉徴収の伸び〔24.3
卸と資本所得にたいする源泉徴収の伸び〔9.9形〕の間に非常に異なった動きが観察さ
れる。労働所得の源泉徴収が急増したのは，この所得にたいする租税圧力がかなり高まっ
たことを示しているが，こうした高まりは，基本的には①名目所得の増加に起因する源泉
徴収税率の地滑り（累進）的上昇と，③1983年5月に承認された新しい源泉徴収（税率）
表の効果と，③これらの所得が税務上よりよく掌握されたことから説明できる。資本所得
の源泉徴収があまり伸びなかったのは， 1984年に源泉徴収の対象外であった証券—たと
えば銀行の引受手形や約束手形，企業の約束手形， そして国庫の約束手形（国債）一ーの
割引形式による発行が活発におこなわれたこととおそらく関連しているであろう。という
のは， 1984年に利子率（したがって利子所得）が低下した影響を据酌したとしても，源泉徴
収税率の引き上げがそれを相殺するように作用した点も考慮せねばならないからである。'
個人所得税における階層別割当額 cuotadif~rencial の伸び〔21.7%〕は，平均税率と限
界税率の引き上げ〔改訂〕によってもたらされた。もっとも，この場合も納税義務のより
厳しい履行が求められたに違いない。法人税のうちの（所得）階層別割当額の伸びは12%
であった。要するに， 1984年には，基本的に労働所得により大きな圧力がかかった結果，
諸所得にたいする租税圧力がわずかに高められた，ということになろう。
生産税と輸入税の推移は，企業取引税ITEの成果に左右されているが，この税収は数
年来たいへん活発な伸びを記録した後に， 1984年にも40.1彩増加した。そうした力強い増
加は，税率の引き上げと税務管理の改善によってかなり説明できるけれども，さらに①間
接税の強化をつうじて公共赤字を緩和させようとする姿勢と，② (EC加盟後に）付加価
値IVAを導入しても，ィンフレ過程を惹起しかねない過度な租税圧力の上昇がもたらさ
れないよう，「地均し」しておこうという意図にも関連している。この「生産税と輸入税」
のなかの「その他」の項目では，より小さな伸び率が見られ， (CAMPSAなどの）独占所
得の場合についてはマイナスの伸びさえ記録されたが，これは基本的には石油関連所得の
推移に起因している。また，消費税は22.3彩伸びたが，これには特別税の急増と奢移税の
減少が組み合わさっている。資産譲渡税による収入は15.5%伸びたのにたいして，輸入税
は，輸入の推移と軌を一にしてわずか7.7彩しか増えなかった。外国貿易に関連して，輸
出にたいする租税減免措置による払い戻し〔それは間接税の若干の純収入減をもたらし
た）は，輸出の素睛らしい成果から予期されたものより低い20.0彩の伸びにとどまった点
を特筆しなければならないが，この点は払い戻し適用率の引き下げによって部分的に説明
できる。かくて1984年に，労働所得と企業利潤にたいする一一投資を刺激し雇用を創出す
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るために守らねばならない手順と矛盾を来すような一一手且税圧力の過度の上昇を避けつ
っ，公共赤字に対処する意図のもとで，間接税の徴収が強化されていったのである。
すでに指摘したように， 1984年の社会保障費の推移は，一般制度における企業の負担率
の引き下げによって特徴づけられていた。もっとも，いろいろな（社会保障の）負担率に
関連して，①諸給付の同質性の高まりとともに，それらすべての負担率の一律化を推し進
めるための措置や，②より不均衡な財政状態にある諸制度の赤字を削減するための方途も
模索された。社会保障費の推移はまた，雇用のマイナスの推移とその結果としての社会保
障加入者の減少によっても影梱されたが，その減少は，すべての制度に多かれ少なかれ影
響を与え，ついに1984年における加入者数の平均は， 1983年のそれを 1.5形下回るに至っ
た〔一般制度の場合の減少は0.596であった〕。
社会保障費の一般制度にかかわる負担額は6.6形増加し，そのうちの企業と労働者の負担
部分はそれぞれ同じような伸ぴを示したが，これには1984年に適用された負担率の修正は
加味されていない。その修正によって企業の負担率は 1.5ボイント〔5.8%相当〕引き下
げられたが，労働者の負担率には変化がなかった。しかしながら企業にたいする社会保障
費の圧力は， このパーセンテージが示唆するよりももっと低下したのである。というの
も，そこ (1.5ボイント）には， 社会保障制度自体と国民雇用協会 INEMによる一一帳
簿上は補填（項目）として計上される—負担のかなりの増加（肩代わり分）と，延払い
aplazamientosによって特別に徴収される部分が含まれているからである。その他の社
会保障制度では， 自営業者の負担額の急増〔29.6形〕が際立っており，彼らのかなりの負
担増を示唆している。同様に農業関連制度の負担額もかなり増えた〔28.8%〕が，これも
農業経営者の負担率と自営農民（労働者）のそれ〔実質労働時間 jornadasreales (換
算）〕が上昇したためである。こうした上昇は，すでに 3節で指摘したように，農業部門の
雇用にたいしておそらくマイナスの効果を及ぼしたに違いない。その他の制度での負担額
は，負担率に導入された変化の方向が異なっていたように，いろいろ異なった結果を寄せ
集めたものであったが，企業の負担が軽減されて労働者の負担が加重された点を，普遍的
な特徴として挙げることができる。失業保険の負担額（保険料）は19.8形増加したが，そ
の一部は一ー企業と労働者とでほぼ同じように分担された―5.896から6.396への基本料
率 tipoglobalの引き上げによって説明される。
実際に企業が負担した社会保障費は全体として 8.0形増えたが，これは労働者が支払っ
た負担増 (13.496〕を下回っている。しかもこのいずれもが，自営業者の負担額の伸びに
はかなり及ばなかったのである。かくて，企業の負担を軽減するために採られた措置は，
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望ましい方向へ踏み出された意義のある一歩であって，雇用の推移はそうした措置の成果
を明らかに拡大しつつある，という点を強調しておこう。
5. 2歳出
1984年に公共支出の伸び率を縮小するために払われた努力の大きさは，次の点を考慮に
入れればとりわけ明らかになる。すなわち，その年の利払いは64.1%も増加したが，もし
その利払いを除けば，非金融支出全体の増加率は12.2%ではなく10.3形になるのである。
高率で増加した政府部門の金融負債と，その負債の貨幣（流動）化ーーそれはたちまち物
価上昇圧力を発揮するであろう一ーを避けようとした（当局の）決意は，疑いなく，公共
赤字に伴う金利負担の急増傾向を説明する基本的な要因である。しかしながら， 1984年以
降， 国の赤字をファイナンスする方式が変わったが， その変化に伴う会計処理上の変更
によっても利払いの予算面での増勢が強められた。こうした変化の後，赤字のフィイナン
スは基本的に国債の発行に頼るようになり，スペイン銀行引き受けと同行の利付き証券の
事後的発行という（これまでの）方式が，ーー政府の反インフレ目標と両立する通貨供給
量の管理を保証するために一一国債発行に取って代わられた。公共赤字の金利負担は今や
政府部門の勘定においてより歴然としており，そこでの金利負担はすでに公共支出の5彩
に，またGDPのほぼ2%に相当する巨額に達している〔注〕。 こうした数値と， とりわ
け近い将来に予想されるその増加傾向から，ひとびとは，多額の公共赤字が持続的に再生
産される危険性と，それが政府の予算執行をつうじて削減される必要性とに注意を寄せ始
めている。
1984年における公共支出の抑制は，経常支出においても投資支出においても生じたが，
しかし財政政策の引き締めがより厳しく遂行されたのは，より変動的な一連の支出を含む
投資支出の側であった。かくして，経常支出は14.7彩増〔1983年は19.0形増〕であったの
に対して，資本支出は3.8彩減〔1983年は 14.6形増〕になったのである。また，経常支出
のなかでは，移転支出における引き締め〔15.8形増，ただし利払いを除けば12.6%増にな
る〕のほうが，公共消費のそれ〔12.7彩増〕よりも目立っている。
公共消費のなかで，公務員（全体）の報酬の伸び〔12.2%〕は，公共部門の雇用者につ
いて決められた平均賃上げ率の6.5%を越えているが，この差は，公務員のいくつかの労
注〕 143ページの脚注の説明に従って， 利払いの時間的な帰属を決める際になんらかの同
・質的な基準を用いると，この金利負担はGDPの1彩ボイント前後も押し上げられる
であろう。
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働協約における賃金改訂と，政府部門における雇用増ーーそれは，自治州に委譲された権
限の増大と部分的に関連している一ーとによって説明される。こうした委譲過程は，公共
消費の制度的な構造に深遠な変化をもたらしつつあり， 1984年について言えば，国の消費
が名目で2.7%減少したのに対して，（地方）自治体の消費は倍増したのである。財・サ
ービスの購入に要した支出は14.5彩増加した一ーもっとも，実質的には数ボイントの伸び
に相当する一ーが，それに浅からぬ関わりがあるのは，軍備の近代化につぎ込まれた支出
であった。
利子にかんする各種の移転支出は，そのすべての大項目に著しし・ヽ鈍化が見られたが，こ
の事実は一ーその鈍化のうち，どこまでが今後とも強まっていく傾向をもった修正であり，
またどこまでが若干の会計基準（変更）によって一時的に好転した結果に起因しているの
かーーという疑問を提起している。 とくに，経営補助金の伸びは， 19~3年の 32.0% から
1984年にはi9.3%に鈍化したが，しかし，すでに言及した，国による他の公共機関の負債
の肩代りは，そうした機関への移転支出（増）を意味する点も看過してはならない。
社会保障給付の伸びは，相変わらず，経済的性格を有する給付のなかの「年金」の推移
によって左右されていた。社会保障給付は12.4%伸びたが，そのなかで現物給付〔基本的
には保健・衛生〕については9.1彩，経済（現金）給付については13.1彩の伸びが記録され
た〔2-26表をみよ〕。年金を除くと，社会保障給付の伸びは7.4彩に，経済給付の伸びも
6.5知こ下がる。これらのパーセンテージは，こうした支出が広範にわたって引き締めら
れたことを表明している。というのも，そのパーセンテージは， GDPの名目成長率をか
なり下回っているからである。
年金の支払い増〔16.9彩〕は， 1984年の社会保障で年金の平均増加額と．して計画された
9彩を大幅に超えていたが，その配分は（受給者数よりも）年金額にたいして不利に作用
した。新たに，年金受給者数は1983年から84年の間に一ー数年来の記録に匹敵する一一平
均4.4%というかなりの増加をみたのである。社会保障による年金の平均月額は 11.0%引
き上げられて， 1984年に2万5,300ペセタであったが， これには上記の9彩の増額と年金
受給者の（低額層から高額層への）更新の効果が含まれている。というのも，新高額年金
の平均支給額〔月額3万3500ペセタ〕は，「死ぬほど低い」 bajaspor fallecimiento年
金の平均支給額を37,3%も上回っているからである〔注〕。
社会保障負担総額の推移にたいする年金受給者総数の推移を考え，また平均負担額にた
注〕 11月までの数値。
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2-26表政府部門の歳出：社会保障給付
単位： 10億ペセタ 変化率 対GDP比
1983 1 1984 1983 I 1984 1983 I 1984 
総 額 3,431.1 3,858.2 15. 4 12. 4 15.1 14.9 
現金給付 2,896.8 3,275.4 15. 5 13.1 12.7 12.6 
年 金 1. 815. 3 2,122.7 19.8 16.9 8.0 8.2 
一時的労働能力喪失 147.4 182.3 9.3 23.7 0.6 0.7 
暫定的労働障害 51. 2 39.1 22.8 -23.6 0.2 0.2 
家計扶助 54.5 57.3 15.2 5.1 0.2 0.2 
失業保険 507.7 536.9 -0.6 5.8 2.2 2.1 
特別基金による給付など 320. 7 337.1 45.5 5.3 1. 4 1. 3 
現物給付 534.3 582.8 14. 9 9. 1 '2. 3 2.2 
保健・衛生 505.4 551. 4 14.6 9.1 2.2 2.1 
社会的給付 28.9 31. 4 18.9 8. 7 0.1 0.1 
〔参考〕：支給機関
国 233.0 351. 9 15.9 5.7 1.5 1. 4 
（本来の）社会保障制度 2,367.3 2,680.0 16.8 13.2 10.4 10.3 
その他の社会保障制度 656.8 743.3 10.3 13.2 2.9 2.9 
その他の行政機関 74.0 83.0 14.0 12.2 0.3 0.3 
いする平均年金額の推移を考えてみると，財政不均衡を集約的に表明した年金額／負担額
の比率の新たな悪化が明らかになる。社会保障制度を浸食してきたのも，社会保障に固有
の財源とその支出の間のヒラキが将来拡大する（恐れとその）範囲に替戒を呼びかけてい
るのも，この財政不均衡に他ならない。いずれにしろ，これまでの不均衡は雇用の不利な
推移と賃金抑制政策に密接に関連している。同様に，潜在的な（将来の）不均衡は，経済
危機が克服され雇用が創出される際のモデルとリズムに関連している。社会保障の財政面
での調整がつかないが故に，国がそれをファイナンスするための移転支出がますます多額
になってきたのである。もっとも，こうした事実は，国の不可避的で自動的な補填活動に
だけ対応しているのではなく，社会保障のファイナンスに占める企業負担分の一部を財政
制度全体に転嫁しようとする経済政策の方針をも表明しているのである。
その他の経済給付では，全体として非常にゆるやかな伸びが示されたとはいえ，そのな
かにも非常に異なった動きが見られる。つま見一時的な労働能力喪失にたいする支給額
は23.7劣増加したのに対して，暫定的な（労働）障害ー一こうした事態から色々な権利が
発生するが，それはより厳格に監査され規制されている一ーにたいする支給額は，これと
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ほぼ同じ率で低下したのである。失業と家計扶助のための支給は（いずれも），わずか5%
強の伸びにとどまった。失業給付の場合，そうしたわずかな伸びは， 1983年に見られた停
滞とも相まって一一失業の増加や，就業機会の模索状態が続けられる平均失業期間の長期
化とは対照的な一~業者にたいする社会的保護の後退を意味している。
「改革」を前にして—1976年 5 月 4 日付—
一参考資料A=
『エル・パイス」の創刊号の出現は，スペイン人達が現在ともに生きている（つまり，
共生している）特異な時機に巡り会わした。フランコ将軍の死 (75年11月20日）以降，そ
しておそらく，それ以前のカレロ首相の暗殺 (73年12月20日）以降，スペインの民衆は，
まだ陽の目を見ていない政治的変革を，長いあいだずっと待ち望んできた。スペイン民衆
の間で生じた深遠な諸変革をわがものにし，それらを現体制のもとに取り込んでゆこうと
する，この2年間に権力の側からなされた試みの数々は，すべて失敗に終わった。
王（ドン＝ファン＝カルロス 1世）が即位 (75年11月22日）した頃から逸早く示された
その改革主義的主導性も，政府＊の態度が変わらないかぎり， 同じような運命をたどら
ざるを得ないように思える。われわれの危惧するところであるが，政府の政策に信頼がお
けないということは，致命的である。そして，アリアス首相の最近の演説も，いつも果た
されたことのない民主化の約束も，もはやスペイン人達の希望を繋ぎとめることは出来な
い。
これは，辛抱しきれなくなったという問題ではない。この国は，政治的共生の正常化を
40年間も一一正確には，スペイン内戦の開始 (36年7月）以降ー一待ち続けてきたのであ
る。いまや， 4人に3人が，骨肉相争うあの戦いを体験していないこの国の人びとは，そ
れゆえ，ほぼ半世紀も前から一ー歴史と正義によってみずからに属する位置を，全国民の合
意のもとで見出すことを可能にする一ー文化的で近代的な生活様式を，いたずらに追い求
めてきたことになる。そして，過去に抱かれた期待は，ー一今われわれが生きている時代
から思い返せば，幻想を卒んだものではあったが一一繰り返し裏切られてきたのである。
見捨てることのできない民主主義への確信のもとで生まれたこの新聞の創刊号におい
て，次の点を明らかにしておかねばならない。すなわち，公表されている政治改革は，自
由と民主主義の原則を尊重するうえで必要な最低条件を満たしてもいなければ，スペイン
の新しい世代の支持を得られるものでもない，と。
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権力の側の「改革主義」は，真摯なものではなかったが故に，破綻を来している。換言
すれば，それは本物でもなく，実際に改革的でもなかったのである。かつての独裁制から
民主制へ直線的に移行できるという期待は，常にこれまでも多くはなかった。とはいえ，
そうした期待は，旧体制によってそそのかされた出口のない状況のなかに解決策を求めよ
うとする，何度も表明されたスペイン人達の欲求のゆえに致し方のないことであった。し
かし，改革の弁証法が決裂の弁証法を確信をもって廃棄してしまうためには，あれやこれ
やの目標＿つまり，この地における真の民主主義の再興と，普通選挙をつうじてみずか
らの統治者を選ぶ市民の権利や個人の自由の承認ーーは，どんな場合にも一対（不可分）
のものでなければならない，という認識から始めておかねばならなかった。政府が今日，
世論に訴えたいと欲している「改革」は，展望もない過去の継承についてわれわれに説い
ているグループの特権と利益を守ることだけに終始している。
おそらく今日でも，改革の戦術（を展開するの）は可能であろう。ただし，市民の間に
信頼が得られる他の政府が，その戦術に着手しなければならない。そうでなければ，アリ
アス首相が（改革の）予定表とプログラムを公表しても，お定まりの手順を踏んで結果的
に無駄な過ちを犯すだけであろう。これは，予断にもとづいて言っているのではない。
（その理由が，当時の政治情勢に言及しながら線々述べられ，最後の段落は，次のように
締めくくられている。）
これでわれわれは，本誌が陽の目を見れる日に述べたかったことをすべて尽くした。創
刊の挨拶にしては手厳しすぎたかも知れない。しかし，眼を開けてみずからの周りを見る
やいなや，われわれにとって実に意味深いオルテガの言葉をあらためて発するより他にす
べがなかった，この生まれたばかりの新聞の第一印象として，少なくともあのオルテガの
言葉を受けとって頂きたい。
まさに，諸君！「これじゃない，これじゃない」 "noes esto, no es esto". 
＊当時の首相は， フランコの右腕と目されていたカレローブランコの暗殺後， フランコ
に指名されたアリアスーナバロであったが， 彼もこの社説の後，間もなく一ー76年7月1
日に一民主化をめぐる左右からの批判の渦中で，辞任することになる。
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1-3表主なマクロ経済指標の推移： 1984年
＝参考資料B= ?
変化率 IGDP実質
実質 i価格 l名目 成長への寄与度
1. 民閻消費 -0.8 1. 0 10.1 -0.52 
2. 公共消費 3.0 9.3 12. 6 0.37 
3. 総資本形成 -3.2 10.8 7. 2 -0.62 
固定資本 -3.0 10.8 7.5 -0.57 
建 設 -4.0 11.0 6. 6 -0.50 
プラント -1.0 10.5 9.4 -0.06 
在庫変動 9.5 -0.05 
4. 国内需要〔1~3〕 -0.8 10. 7 9.9 -0. 78 
5. 財・サーピス輸出 15.4 12.5 29.8 3.15 
6. 財・サーピス輸入 1.0 9.2 10.3 -0.21 
7. 経常海外余剰〔5-6〕 2.94 
8. 国内総生産〔市場価格表示〕 2.2 11.4 13. 9 2. 1? 
9. 第1次産業 10.0 10.0 21. 0 0.63 
10. 非農業部門 1. 7 1. 2 13. 1 1.57 
工 業 2.0 11.1 13.3 0.56 
建設業 -3,5 11.4 7.5 -0.25 
サービス業 2.1 1. 3 13.6 1. 25 
1. 国内総生産〔要素費用表示〕 2.2 1. 1 13.6 2. 19 
出所〕 BE. 
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1-5表資本勘定と金融勘定
ー参考資料C=
対GDP比彩
I 1981 I 1982 I 1983 I 1984 
1. 国民貯蓄 18.2 1?.5 17.9 20.3 
1.1家計と企業〔a〕 17.5 18.7 19.5 20.9 
1.1.1家計と非金融企業 15.9 17.1 17.6 18.8 
1.1. 2金融関連企業〔a〕 1.6 1.6 1.9 2.1 
1. 2政府部門とスペイン銀行 0.7 -1.2 -1.6 -0.6 
1. 2.1政府部門 0.8 -0.4 -0.4 -0.7 
1.2. 2スペイン銀行 -0.1 -0.8 -1.2 0.1 
2. 純資本移転
2.1家計と企業〔a〕 1.8 2.1 2.0 2.1 
2.1.1家計と非金融企業 1.8 2.1 2.0 2.1 
2.1. 2金融関連企業〔a〕
2.2政府部門とスペイン銀行 -1.8 -2.1 -2.0 -2.1 
2.2.1政府部門 -1.8 -2.1 -2.0 -2.1 
2.2.2スペイン銀行
3. 総資本形成 20.6 19.8 19.2 18.1 
3.1家計と企業 (a〕 18.6 17.0 16.4 16.1 
3.1.1家計と非金融企業 17.9 16.4 15.9 15.7 
3.1. 2金融関連企業〔a〕 0.6 0.6 0.5 0.4 
3.2政府部門とスペイン銀行 2.0 2.8 2.8 2.0 
3.2.1政府部門 2.0 2.8 2.8 2.0 
3.2.2スペイン銀行
4. スペイ〔ン+経J済I必の要フ［ァイ〕〔ナンスの能力 〔- 1+2-3〕〔b〕 -2.4 -2.3 -1.4 2.2 
4.1家計と企業〔a〕 0.7 3.8 5.2 6.8 
4.1.1家計と非金融企業 -0.2 2.8 3.7 5.1 
4.1.2金融関連企業〔a) 0.9 1.0 1.5 1.7 
4.2政府部門とスペイン銀行 -3.1 -6.1 -6.5 -4.7 
4.2.1政府部門 -3.0 -5.3 -5.3 -4.8 
4.2.2スベイン銀行 -0.1 -0.8 -1.2 0.1 
a〕スペイン銀行を除く。
切 1983年と1984年における諸外国からの純ファイナンス（資本移動）は，前に示した
国際収支表から導かれる数値と一致しないが，その原因は，あの収支表にほどこされ
た（統計）手法上の変化が，ここでは一一国民経済計算の歴史的なシリーズにおける
断絶を避けるために~されていないからである。
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